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平成２７年３月６日（金曜日）午前１０時開議議事日程 第２号
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◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（山本留義） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は25人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（山本留義） 本日諸般の報告については、

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（山本留義） 本日の会議は議事日程第２号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（山本留義） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

質問の順序は、抽せんにより大瀧次男議員、斉

藤孝昭議員、横垣成年議員、濵田栄子議員、佐々

木隆徳議員、池光弘議員、石田勝弘議員、工藤

孝夫議員、東健而議員、浅利竹二郎議員、鎌田ち

よ子議員、佐賀英生議員、中村正志議員、目時睦

男議員、白井二郎議員の順となっております。

本日は、大瀧次男議員、斉藤孝昭議員、横垣成

年議員、濵田栄子議員の一般質問を行います。

◎大瀧次男議員

〇議長（山本留義） まず、大瀧次男議員の登壇を

求めます。18番大瀧次男議員。

（18番 大瀧次男議員登壇）

〇18番（大瀧次男） おはようございます。きょう

は、春が近いということで、傍聴席、花盛りでご

ざいます。

一心クラブ所属の大瀧次男でございます。むつ

市議会第223回定例会に当たり、15名の質問者の

トップバッターとして一般質問をさせていただき

ます。

初めに、地域の活性化を切に望み、東通村の原

子力発電所の再稼働へ大きな望みを持っておりま

したが、いまだよいとも悪いとも結論が出ず、六

ヶ所村の再処理施設においても同様の状態が続い

ております。その影響を受けて、当市に設置され

ている使用済燃料中間貯蔵施設の供用開始のめど

も立っていないことは、地域振興を期待し、国策

に協力してきた下北住民の期待を損ね、下北地域

の活性化も損なっております。

原子力施設に対する結論がいつ出るか、関係市

町村にとっては生死にかかわる重大な局面に置か

れていると言っても過言ではありません。宮下市

長を初め関係市町村長は、回を重ね、国に対し善

処を申し入れておりますが、さっぱりと前向きの

対応が示されておりません。ただ、ひたすら有事

の際の避難計画だけが論議されている状況にあり

ます。

そういう中で、県内８カ所の災害拠点病院に含

まれるむつ総合病院に関する記事が２月26日の東

奥日報に載っておりましたが、入院病棟が震度６

以上の地震によって倒壊、崩壊する危険があると

のことであります。緊急な改築の必要を示された

ものと理解をしております。

このほかにもむつ市に関連する喫緊の課題とし

て、総合体育館の建設や、契約期間を迎えるごみ

焼却炉の改築など、いずれも多額の費用を要する

事業が山積しております。むつ総合病院改築やご

み焼却炉改築については、一部事務組合の事業に

なりますが、組合加入の町村では、現状のままで

の負担金捻出にはかなりの苦労を負うことになり



- 20 -

ます。そういうことからも、原子力施設の安全性

を一日も早く確立し、再稼働の実現を望んでいる

ものであります。

また、大きな事業を行うのには、当然起債、す

なわち借金を負うことになります。行財政におい

ては借金も財源のうちであり、計画的に背負うこ

、 。とにより 決して財政破綻の原因にはなりません

国が打ち出した地方創生は、細部にわたる具体的

な指針は出ていませんが、方針を見れば、むつ市

が抱えるさまざまな課題の解決に効果的に活用で

きると期待をしております。市長におかれまして

は、勇気ある決断をし、さまざまな課題を解決し

ていただきたいし、大いに期待をしているところ

であります。

以上の観点に立って、通告順に質問をいたしま

すので、前向きのご答弁をよろしくお願い申し上

げます。

それでは、初めに地方創生による地域づくりに

ついて質問をいたします。間もなく４市町村が合

併以来10年を迎えようとしております。合併時に

は６万7,000人と言われた人口は、今では６万

1,000人と、10年たたないうちにほぼ6,000人の人

口が減少しております。特に旧町村部における減

少は大きく、脇野沢地区では1,700人と、中心部

の大きな町内会よりも少なくなっております。行

政面積は大きくても、集落間の距離が縮まるわけ

ではなく、住民にとってはかえって交通機関を利

用するときの距離感が遠くなっているのではない

でしょうか。

もともとむつ市は、下北８市町村の中央に位置

し、町村の繁栄によって支えられ、教育、医療の

中核をなし、消費地として栄えてきたことを考え

ると、合併しても大畑、川内、そして脇野沢の繁

栄を図っていかなければならないと思っておりま

す。

まちづくりには、中心部に公共施設を集約し、

医療や教育施設などを集め、そこへの住民の居住

を進めて人口密度を高め、まちの暮らしやすさの

向上、中心部の商店などの再活性化や、道路など

の公共施設の整備費用や各種自治体の行政サービ

ス費用の節約を図ることを目的としたコンパクト

シティを推進している地方都市もありますが、コ

ンパクトシティもまちづくりの構想の一つと思わ

れます。しかし、この構想は当市に当てはまらな

いのではないかと考えております。あくまでも旧

町村部の活性化を出さなければ、むつ市の活性化

はならないのではないでしょうか。

そこでお伺いをいたします。

１点目、むつ市の将来像は企業誘致型か、学園

都市型か、コンパクトシティ型か、地場産業の開

、 。 、発型か あるいはその他の方法によるか 市長は

どのような地域づくりを考えているのか。

２点目、地方創生の計画策定に当たり、基本と

なる取り組みをどのように考えているのか。

以上、２点についてお伺いをいたします。

次に、田名部まちなか再生事業についてお伺い

をいたします。旧田名部駅前を中心として田名部

まちなか再生事業が進められております。住民、

事業者、地権者などの民間のまちづくりの担い手

による地区レベルの都市環境改善を促進し、まち

の魅力、活力の維持、向上を目指した地域参加型

の持続可能なまちづくりの実現と定着を図ること

を目的として、ワークショップを通して地域活性

化検討分科会、居住環境検討分科会、公共施設検

討分科会、町並みなどを検討する景観検討分科会

の４つの分科会を設置、具体的な内容を検討し、

結果を踏まえて商業団体や関連住民団体などで構

成される田名部まちなか再生協議会に進言をし

て、協議会では事業者や住民、地権者等の合意形

成がなされた実現性の高いものから事業計画作成

など具体化を図っていくものであり、事務局はむ

つ市都市政策課が担っております。
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、 。そこで 次の２点についてお伺いをいたします

１点目、これまでの事業の経過と現状の進捗状

況をお伺いいたします。

２点目、民間事業者でつくっている田名部まち

づくり会社との連携をどのように考えているの

か。

以上、２点をお伺いいたします。

次に、体育館の建設についてお伺いをいたしま

す。既存の市民体育館は、強震に耐えられない構

造になっており、使用できなくなって長い期間そ

のままの状態で放置されております。体育館の東

側は、地域の人たちの日常の通路になっており、

倒壊を考えると早期に解体すべきと考えますが、

多額の経費を要する仕事になると思われます。前

市長も現市長も、新体育館の建設には強い意欲を

持って臨んでいることは心強い限りであります

が、これからの体育館は、ただ単に建て直すとい

う感覚では時代に乗りおくれることになります。

今三沢市では、市民体育館の建設に着手してお

りますが、予算総額は四十数億円を見込んでいる

ようであります。推測すれば、室内での競技のほ

とんどに対応し、かつ各種大会や合宿所、防災施

設も併用した体育館になると伺っております。

これからは県内各地で交流人口の増加を見込め

る体育関係のイベントの誘致が必然的になりま

。 、 、す また ６年後の東京オリンピックに対応して

全国で選手に施設を提供して、本番に備えたトレ

ーニング用として使ってもらう誘致合戦が盛んに

なっております。むつ市で建設する施設も、当然

時代に合った規模のものが要求されるものと思い

ますが、財政的に厳しい当市では多くの課題が山

積し、おいそれと短期的に体育館建設に着手する

ことは難しいのではないかと思います。

そこで、むつ市議会第212回定例会で質問いた

しましたが、当時の体育館が手狭で老朽化してい

ることを考え、それを補完するために克雪ドーム

のさらなる多目的活用を図り、フローリングコー

トや移動式観客席を整備して２面のバスケットボ

ール、バレーボール等を行えるようにして、各種

大会を可能とすべきとの質問をいたしましたが、

ドームの基本的利用方法が異なるという答弁をい

ただきました。当時は、まだ古い体育館が利用で

きる状態でした。現在は、当時の状況と大きく異

なり、この設備は総合体育館ができた後でも決し

て無駄になることはありません。当時の経費を積

算してみましたが、ほぼ１億5,000万円ぐらいで

済むだろうと積算をいたしました。

そこでお伺いをいたします。

１点目、市民総合体育館の建設を予定する年度

はいつなのか。

２点目、建設場所はどこを想定しているのか。

３点目、時間がかかるとすれば、克雪ドームの

多目的利用を促進し、フローリングや観客席の整

備を図るべきと考えますが、その考えがあるかど

うか。

以上、３項目７点について壇上からの質問とい

たします。市長並びに理事者の皆様におかれまし

ては、前向きなご答弁をよろしくお願い申し上げ

ます。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） おはようございます。大瀧

議員のご質問にお答えいたします。

まず、地方創生による地域づくりについてのご

質問の１点目、むつ市の将来像は企業誘致型か、

学園都市型か、コンパクトシティ型か、地場産業

の開発型か、あるいはその他の方向を想定するの

か、どのような地域づくりを考えているのかにつ

いてでありますが、むつ市の将来像については、

議員からはコンパクトシティはむつ市には当ては

まらないのではないかとのご指摘をいただいたと

ころですが、むつ市といたしましては、コンパク
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トシティ構想を軸にまちづくりを進めていきたい

と考えております。

このコンパクトシティ構想でありますが、我々

の考えといたしましては、何もこのむつ市全域の

中心部を１カ所に絞ろうというようなことを考え

。 、 、ているわけではございません むつ市は 田名部

大湊、そして川内、大畑、脇野沢が合併して生ま

れた県内でも最大の面積を有する市であり、それ

ぞれの旧町村の地区には拠点となるエリアがあっ

て、さらには集落が複数存在しています。私とい

、 、たしましては まずはそれぞれの拠点を大切にし

それぞれの拠点ごとにコンパクトなまちづくりを

進め、そのうえでそうした拠点を中心に、さらな

る外延化を防ぐことが必要であると考えており、

これがむつ市のコンパクトシティ構想でありま

す。そのために既に都市計画として都市計画区域

内における用途の無指定地域に対し、市街地の外

延的拡大の助長や周辺環境が悪化するような施設

の立地を制限する特定用途制限地域の指定や、川

内、脇野沢地区の庁舎周辺での建築物立地に当た

って、良好な住環境や防災上安全な環境を創出す

ることが可能となる準都市計画区域の指定につい

て、むつ市都市計画審議会に意見聴取を実施し、

今後指定に向けた手続を進めていくこととして対

応させていただいております。

さらには、このコンパクトになった拠点を結ぶ

効率のいいネットワークをインフラ整備も含めて

行っていくことが必要であろうかと考えておりま

す。

こうしたコンパクト・プラス・ネットワークと

いう思想をコンパクトシティとするということ

は、国土交通省が平成26年７月４日に公表した国

土のグランドデザイン2050の中で言及されている

ところであり、こうした取り組みを先導している

という観点で、昨年11月12日にコンパクトシティ

のモデル地区としてむつ市が東北地方の中で４自

治体の一つとして選ばれ、現在その国土交通省の

調査がむつ市内で行われているところでありま

す。

、 、コンパクトシティが目指す価値は 伝統的には

１つ目に自動車交通に過度に依存しないで歩いて

暮らせる都市の構築、２つ目に、都市の魅力を高

、 、め 人々が生き生きと暮らせる環境づくりの実現

、 、 、３つ目に 都市経営コスト削減の実現 ４つ目に

排出ガス抑制などによる地球環境に対する負荷の

小さな都市の実現など４つの価値があるとされ、

そして最近は事前防災の観点からもコンパクトシ

ティを目指すべきだとされています。すなわち拠

点がコンパクトにまとまっていれば、いざ大規模

災害が起こった際にも、向こう三軒両隣、避難も

避難場所も協働の中で対応できる災害に強いまち

になるとされています。

そして、我がむつ市の最大の課題である財政問

題、先ほどご紹介させていただいた４つの価値の

中で、３つ目の都市経営コストの削減に資するこ

とでありますが、現在市道の総延長は約460キロ

メートルのところ、実に５億円から７億円程度毎

年除雪で消えていくわけであります。これをコン

パクトにできれば財政健全化にも資することにな

ります。

まちづくりは、一朝一夕ではいきませんが、長

い時間をかけて、ぶれずにこのコンパクトシティ

というコンセプトでまちづくりを行っていくこと

がむつ市にとって必要なことであると考えており

ますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、地方創生計画策定に当

たり基本となる取り組みについてでありますが、

昨年12月27日に閣議決定された国のまち・ひと・

しごと創生総合戦略は、雇用の創出、地方への人

の流れ、結婚、出産、子育て環境の整備、時代に

合った地域づくりという４つの基本目標を掲げて

おります。戦略策定に際しては、これら４つの基
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、 、本目標をもとに 当市特有の課題を把握しながら

地域性に富んだ戦略を策定していくこととなりま

す。

当市において最も重要なものは、私のこれまで

の市政に対する議会答弁等で繰り返し述べてきた

ところでありますが、現時点では仕事、すなわち

雇用であると考えています。

雇用の問題につきましては、就業の機会をふや

すことが人口減少等に歯どめをかける有効な手段

、 、であり まずは水産業を初めとした１次産業など

競争力のある産業を伸ばしていくこと、すなわち

地域に根差した産業が伸びて、次に企業誘致への

取り組みのほか、観光及びエネルギー資源を活用

し新たな産業へ結びつけていくことを考えるこ

と、少し言い方を変えれば、１次産業が伸びて２

、 、次産業を拡大し 結果として３次産業が隆盛する

そういった段階的な成長の姿を示すことが必要で

あろうかと考えております。

また、旧町村地域の活性化につきましても、各

地域において、なりわいとして大きな部分を占め

水産業を初めとした１次産業を充実させ、一層魅

力あるものに成長させることで若者が故郷へ戻っ

てくるなど、人の流れを呼び込むことにつながっ

ていくものと思っております。

そのほか弘前大学及び青森中央学院大学との連

携を深めるとともに、人口減少及び高齢化を背景

に立地適正化計画の策定にも取り組むなど、将来

にわたって活力のあるむつ市であり続けるために

は、議員がご質問の中でご提示いただいた、いず

れのタイプのまちづくりかということではなく、

コンパクトシティという概念のもとで地域にふさ

わしい形を模索していくことが必要であろうかと

考えております。

そして、まち・ひと・しごと創生は、国、県、

市町村が一体となり、中長期的な視点に立って取

り組む必要があることから、これから策定いたし

ます総合戦略には、国及び県の総合戦略を勘案し

つつ、地域課題に対する短期、中期の政策目標と

具体的な施策を盛り込むとともに、実施した施策

や事業の効果を検証していく手法、すなわちＰＤ

ＣＡサイクルを前提としつつ、重要業績評価指標

を設定するという手法を用いることとされていま

す。

総合戦略は、平成27年度中に策定し、初期の計

画期間は平成27年度から平成31年度の５カ年とし

ておりますが、社会情勢のほか、施策や事業の進

捗状況等を踏まえ、計画期間中の見直しが必要と

なってくる場合も想定されます。

この枠組みを推進する体制でありますが、新年

度は地方創生等を事務分掌とする総合戦略課を新

設することとしており、去る３月４日に私を本部

長とするむつ市まち・ひと・しごと創生本部を立

ち上げたところでもあります。今後当市の基本目

標等を協議するとともに、戦略の策定方針を全庁

に指示していくこととしております。

来年度以降は、この全庁横断的なむつ市まち・

ひと・しごと創生本部が全庁的な観点から意思決

定、討議を行い、さらに事務局としてさまざまな

意見調整、原案作成を総合戦略課が担うこととな

ります。

また、総合戦略において地方創生の実現に向け

て効果的な施策を立案するうえで重要な基礎資料

となる人口ビジョンを策定することとなっており

、 、 、ますが これは当市の人口動向 将来の推計人口

また人口の変化が当市の将来に与える影響を分析

するとともに、人口に関して目指すべき将来の方

向性を提示するものであります。

対象期間は、国の長期ビジョンの期間である

2060年を基本としつつ、地方版総合戦略との関連

性を考慮して、2020年時点について記載するとと

もに、例えば10年ごとなど中間地点での展望につ

いて記載することが望まれております。
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さらに、戦略には行政以外の幅広い意見を反映

させることも必要であると考えられることから、

観光や産業、大学や金融機関等で構成する推進組

織の設置についても検討し、さらには議会との連

携手法についても協議してまいりたいと考えてお

ります。

次に、田名部まちなか再生事業についてのご質

問にお答えいたします。ご質問の１点目、これま

での事業の経過と現状についてでありますが、市

、 、では人口減少 高齢化社会の到来に対応するため

田名部まちなか地区での居住人口の減少、既存施

設の老朽化、空き地、空き家の増大など、都市環

境の悪化を改善することが重要と考え、官民連携

によるまちづくりによってその取り組みを推進す

るため、エリアマネジメント支援事業を実施した

ところであります。

平成23年度では、まちなか再生検討委員会を設

置し、街並み景観の改善、公共施設の改善、地域

活性化の検討、居住環境の創出の４つの項目につ

いて検討したエリアマネジメント活動計画を策定

いたしました。平成24年度では、都市再生特別措

置法による法定協議会として田名部まちなか再生

協議会を設置し、４つの分科会により地域住民、

民間企業の方々と官民連携によるまちづくりにつ

いて検討を重ねてきたところであります。平成

25年６月には、民間事業者である田名部まちづく

り株式会社が設立されたことから、４つの検討項

目及びまちづくり会社の事業について、官民連携

まちづくり計画として田名部まちなか再生協議会

において策定したところであります。このように

平成23年度から平成25年度でのエリアマネジメン

ト支援事業により、官民連携によるまちづくりへ

の土台が構築されたものと考えております。

むつ市といたしましても、これまでの取り組み

を受け、平成26年度からまちなか居住を推進する

ため、旧大畑線跡地の先行取得を実施し、田名部

まちなか再生事業に着手したところであり、まち

づくり会社においては平成27年度以降の事業につ

いて現在検討がなされている状況であります。

ご質問の２点目、民間事業者でつくっている田

名部まちづくり株式会社との連携をどのように考

えているのかについてでありますが、この田名部

まちなか地区を再生していくうえで、民間事業者

である田名部まちづくり株式会社の事業は欠かせ

ないものであると考えております。

これまでもさまざまな連携を図りながら、国の

支援策を活用した調査事業等を実施してまいりま

したが、今後は都市再生特別措置法に基づき、ま

ちづくり会社が実施する計画を含めた都市再生整

備計画を策定するとともに、地域のまちづくりを

担う団体として、同法に基づく都市再生推進法人

の指定に向けて取り組んでまいります。

まちづくり会社が事業を円滑に進めていくため

には、国や関係機関の協力が不可欠であることか

ら、むつ市もこれと協働し、さらに課題、情報等

を共有しながら、まちづくりのパートナーとして

全面的に支援をしてまいりたいと考えております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、総合体育館の建設についてのお尋ねであ

ります。今定例会におきましては、平成27年度一

般会計予算案において、新体育館の建設に向けた

基本構想策定事業費を計上しております。また、

新体育館の建設につきましては、施政方針でも申

し上げましたとおり 「むつ市成長戦略2015」に、

おいて重要施策として位置づけており、まずは今

年度において基本構想を策定したいと考えており

ます。

ご質問の１点目、建設予定年度についてであり

ますが、中長期的な事業との折り合い、ひいては

財源の見通しとの調整も大前提とはなるものの、

私の思いとしては、東京オリンピック・パラリン

ピックで日本中がスポーツで沸き立ち、あわせて
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青森県民体育大会が下北地域で開催される時期、

これをめどに何とか完成の日の目を見たいと考え

ております。

次に、ご質問の２点目、建設場所の想定につい

てでありますが、新体育館の建設用地の確保につ

きましては、交通アクセスはもとより、建物や構

、 、築物がなく かつ土地の造成などの障害が少なく

さらには財政負担を極力抑えた用地の確保などを

考慮する必要があります。したがいまして、新体

育館の規模や駐車場スペースなどの要件により必

要な面積なども変動することから、市民の皆様や

団体の要望をも踏まえながら、基本構想の策定過

程の中で候補地の検討を重ねてまいりたいと考え

ておりますので、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の３点目、建設に時間がかかるの

であれば、克雪ドームの多目的利用の促進を図る

べきとのご質問についてであります。むつ市議会

第212回定例会の一般質問においてお答えしてい

るように、しもきた克雪ドームの基本的利用につ

きましては、あくまでも降雪により冬期の実施が

困難となる野球、サッカー、テニス、陸上競技な

ど屋外スポーツに対応する施設としての位置づけ

を持たせており、各種イベントの開催にも対応で

きる機能をあわせ持っております。したがいまし

て、克雪ドームの多目的利用についてのご提言に

つきましては、活用方法として一考の余地があろ

うかとは存じますが、フローリングや観客席の整

備にかかる費用のみならず、実際の利用に伴う設

置及び撤去の時間や労力などを想定いたします

と、現実的には少し困難であろうかと考えており

ます。

いずれにいたしましても、体育館につきまして

は、早期建設に向けてさまざまな角度からきめ細

やかな検討を重ねてまいりたいと考えております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 18番。

〇18番（大瀧次男） 丁寧なご答弁ありがとうござ

いました。

将来のまちづくりの構想としては、コンパクト

シティに進むのだということ、そして産業として

は第１次産業を中心に、２次、３次、観光と進め

ていきたいという答弁でございました。コンパク

トシティ、きのう、おとといの夕刊でしたか、ち

ょっと載っていました。国土交通省では、これを

もう積極的に進めていくのだという記事が載って

いましたが、確かにコンパクトシティ、その内容

を見なければちょっとわかりませんけれども、私

はそれも今盛んに言われているまちづくりの一つ

だと思っております。

産業のほうなのですが、第１次産業ということ

でございますけれども、むつ市といえば、ほかへ

、「 」 、行って聞くと むつ市は何でしょう と言うと

一番先に、すぐ「恐山」と、全国的に有名でござ

います。最近は、東北で一番若い市長さんがいる

ところと、これもだんだん有名になってきており

ますけれども、ではもう一つ、むつ市といったと

きに、イカもあります、ホタテもあります、海峡

サーモン、いろいろありますけれども、大間のマ

グロのような全国的にこれだというものを一つ何

か早く見つけて、これに特化してもらえばいいな

というふうに考えております。よろしくひとつ、

その点はお願いいたしたいと思います。

次に、４月１日付で総務政策部に総合戦略課を

設置するという記事が出ていました。地方創生に

関連した総合戦略を策定するということでござい

ますけれども、その総合戦略課の中にはいろいろ

なスタッフを入れながら策定していくのだという

ことですが、私は合併前の大畑、川内、脇野沢、

ここにもやはり長期総合計画、活性案、いろいろ

あったと思います。合併してからも、その計画案

をかなり検討してきたと思いますけれども、ちょ

うどことしは合併して10年、そして地方創生とい
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うこの機会に、再度旧町村のそういう長期総合計

画、そういう活性案、それを再度検討してみては

どうでしょうか。

旧町村には、観光にしても、物産にしても、磨

、 。けば光る宝の山 これがたくさんあると思います

しかし、このまま手をこまねいていると、ますま

す町村部の人口減少が進み、衰退に拍車がかかる

ことが懸念されますので、よろしくひとつそれも

お願いしたいなと思っております。

そして、そのスタッフの中に旧大畑、川内、脇

野沢の分庁舎の職員もひとつ、その総合戦略課の

中に参加させてはどうかなと、このように思って

いますが、市長の再度お考えをお聞かせいただき

たいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

まず、ご質問の１点目ですけれども、これまで

の旧町村の総合計画を振り返って検証してはどう

かということだと思います。当然ながら、新しい

施策をつくっていく中では、その過去の政策の検

証ということは必要になるというふうに思ってい

ます。これまで多くの職員、あるいは議会の皆様

の思いがあってその長期総合計画というのはでき

上がっているということでありますから、このま

ち・ひと・しごと総合戦略、これは将来に向かっ

ての政策になりますけれども、これを実施してい

くうえで、必要な範囲でこれを見直すというのは

私自身は当然のことだというふうに思っていま

す。

それから、ご質問の２点目、この総合戦略課の

中での人員配置でありますけれども、これは今人

事やっているところであります。この旧町村の職

員もということでありますけれども、今は市役所

の中はそういうふうな人事は基本的には行ってい

ないという認識でおります。旧町村の職員だから

こういう部署に行けとか、そういうことではなく

て、今職員は一体となってこのむつ市を盛り上げ

るために頑張っているという認識でおります。

ただ一方で、つい先日立ち上げました本部のほ

うでは、これは本部員の中に今の川内、大畑、脇

野沢の庁舎の所長は入っているということであり

ますので、そういった形で意思決定する中では、

しっかりと今の地域の方々の思いが反映できる仕

組みになっているというふうに認識しておりま

す。

〇議長（山本留義） 18番。

〇18番（大瀧次男） 旧町村部の分庁舎の所長さん

も入るということで、旧町村の活性化なくしてこ

のむつ市の活性化はありませんので、十分にひと

つ検討していただきたいなと、このように思いま

す。

次に、石破地方創生担当大臣が、各自治体で自

主的な計画を作成するために、要請があれば各省

庁の職員を派遣する用意があると、こう発言して

おりますが、むつ市としては、その要請をする考

えがあるのかどうかお聞きいたします。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

シティマネージャー制度のことだというふうに

認識しておりますけれども、少なくとも平成27年

度については、これは我々のほうからはお願いは

しておりません。ただ、今後この計画、これつく

って終わりということではなくて、５年間の計画

期間があるというふうに今お伺いしていますの

で、その中で必要があればそういった形でお願い

することもあろうかと思います。

〇議長（山本留義） 18番。

〇18番（大瀧次男） ５年間の中で要請する機会が

あるかもしれないということでございますが、よ

く言われます、地域を変えるのはよそ者だと、こ

う言われておりますけれども、地元の人がなかな

か気がつかないこと、これも外部から来た人の目
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によって魅力を引き出すことができるということ

もよく言われておりますので、十分検討していた

だければと、このように思います。

次に、田名部まちなか再生事業についてお伺い

をいたします。先ほども答弁にありましたが、平

成23年度から始まったと思っております。４つの

分科会で検討し、田名部まちなか再生協議会に進

言し、住民、事業者、地権者と合意して実現性の

高いものから事業計画を作成するということにな

、 、っておりますが 今まで４つの分科会で検討して

事業計画を作成したのは何件ぐらいあるのか。ま

た、基本計画に合うような町並みにするのには、

予測で構いませんが、何年ぐらいかかるのか。こ

の２点をお伺いいたします。

〇議長（山本留義） 建設部長。

〇建設部長（鏡谷 晃） ただいまのご質問につい

て、事業計画はなされたものがあるのかというこ

、 。とですが 目下その事業計画策定中でございます

それと、およそ10年をめどに考えております。

〇議長（山本留義） 18番。

〇18番（大瀧次男） 10年をめどということですけ

れども、10年、大変早くできるというふうに思っ

ております。やはり田名部、そして駅前というこ

とになると、むつ下北の、いわば顔になりますの

で、早目にやはりそういうしっかりとした環境を

整えていただければと、このように思います。

次に、田名部まちなか再生事業と関連がありま

すので、お尋ねしますけれども、平成23年から平

成27年度までの５カ年計画でエリアマネジメント

事業と同時並行的にたなぶ七福通り商店街活性化

事業が総事業費１億円で現在行われております。

これまでの事業の成果をどのように評価している

かお尋ねをいたします。

〇議長（山本留義） 経済部長。

〇経済部長（浜田一之） 田名部駅通り商店街振興

組合が行ってきた商店街活性化事業をどのように

評価しているかということにつきましてお答えい

たします。

この活性化事業は、田名部駅通り商店街振興組

合が事業実施主体となりまして、議員ご発言のと

おり、平成23年度から平成27年度までの５カ年で

国から事業認定を受けまして実施しているもので

ございます。

この事業に対して市はむつ市商店街活性化事業

費補助金交付要綱に基づいて支援しているところ

でありまして、事業の負担割合につきましては、

国が３分の２、市が15分の４、事業者が15分の１

ということになっております。これまでいろんな

まちの駅の設置やら商店街の街路灯のＬＥＤ化、

さらにはベンチの設置などのハード事業のほかに

イベント等のいろんなソフト事業を実施して商店

街の活性化に向けて進んできたわけでございます

けれども、この中で空き店舗の活用という部分に

おきましては、まちの駅七福等が入ったとかとい

うふうなものもありますし、またＮＰＯ法人がそ

の空き店舗を活用して事業を行っているというふ

うなものもございます。

しかし、この空き店舗を活用した事業のほうも

新たな操業者が出てくる一方で、事業開始からま

たシャッターをおろす店舗が出てきているという

ふうなことなど、横ばい状態に実はございます。

決してこれに満足しているわけでもなく、事業実

施主体のほうもさらなる努力が必要であるという

ふうに認識しておりますが、まちの駅七福の利用

という部分においては、平成23年度開始当初は

3,000人台で推移しておりますが、平成24年度に

は１万2,000人台、平成25年度には１万3,000人台

と、年を追うごとに増加しておりますので、商店

街に一定程度のにぎわいが生まれているものと評

価しております。

市長答弁にもありましたように、この地区では

田名部まちづくり株式会社の事業、あるいは都市
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再生整備計画などの進捗によっては、今後今以上

のにぎわいが創出できるものではないかと考えて

、 。おりますし 期待もしているところでございます

〇議長（山本留義） 18番。

〇18番（大瀧次男） ある程度順調に、そして進ん

でいるように見受けられますけれども、見たとこ

ろ、はっきり言って、まだそういう軌道に乗って

いないのではないかなと、こう思われる部分もあ

ります。現在は補助金をもらって運営しているわ

けですが、平成28年度から補助金が切れると、運

営困難ということも想定されるわけですが、その

際に田名部駅通り商店街振興組合とＮＰＯ法人む

つ下北子育て支援ネットワークひろば、この２カ

所だと思うのですが、事業年度の延長の要請があ

った場合、先ほどの説明で国の補助金が３分の２

ですか、その際市としてはどのような対応をとれ

るのか、事業延長するのかどうかということをお

尋ねいたしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

事業の延長、継続につきましては、田名部駅通

り商店街振興組合が国に再申請をしていただい

て、これで認定された場合には、市といたしまし

ても、この補助金の交付要綱に基づいて積極的に

支援してまいりたいと考えておりますので、ご理

解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 18番。

〇18番（大瀧次男） 今までの事業自体が無駄にな

らないような、ひとつご指導をお願いしたいと、

このように思います。

次に、体育館についてお尋ねいたします。先ほ

どの答弁ですと、市長は東京オリンピックまでに

何とかしたいというふうな希望を持っているとい

うことでございます。東京オリンピックまでとい

うと、あと何年でしょう。５年ということで、こ

の前ミニバスケットボールの子供とちょっと話し

したのですが、市長の新聞を見て、いや、市長が

やると言ったから、もう来年でもすぐできるので

はないかなと、こう言う子供もありましたけれど

も、そういう思いで５年以内ということになると

非常にスピーディーな話で。

三沢市の場合、平成14年から基本計画を始めた

そうです。そして、途中で平成22年に本格的な計

画に入ったということで、完成は平成29年ですの

で、基本計画をしてから14年、そして完成まで７

年と、そのぐらい私もかかるのではないかなと、

こう思っていましたけれども、５年ぐらいの間で

できるということになれば、非常にすばらしいこ

とだと思っております。

先ほど５年、早いですね、ただもう少しかかれ

ば克雪ドームを何とかしてもらいたいなと、こう

思ったのですが、恐らく10年ぐらいかかるかなと

思っていたのですが、５年ぐらいの間でできると

いうことですので、そうなると、もう無駄にはな

らないのですが、１億5,000万円ぐらいかけての

ドームの再活用というのはちょっと無駄になるか

なと、このような思いがいたしております。

これは最後になりますけれども、今現在青森県

にもプロバスケットボールチームがあります。そ

して、私もアメリカの、プロのバスケットボール

の試合を見たことがあります。市長も恐らくニュ

ーヨーク在住中には見たことがあるのではないか

と、こう思いますが、私たち大人でも、すごくあ

のプレーに感動します。早く、やはりそういう国

際大会、全国大会が開けるような体育館をつくっ

ていただき、青少年に夢と希望と、そして目指す

ものを見つけてもらいたいなと、このように思い

ます。

一日も早い体育館の建設を再度お願いをして、

。 。私の質問を終わります ありがとうございました

〇議長（山本留義） これで、大瀧次男議員の質問

を終わります。
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、 。ここで 午前11時５分まで暫時休憩いたします

午前１０時５２分 休憩

午前１１時０５分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎斉藤孝昭議員

〇議長（山本留義） 次は、斉藤孝昭議員の登壇を

求めます。12番斉藤孝昭議員。

（12番 斉藤孝昭議員登壇）

〇12番（斉藤孝昭） おはようございます。むつ市

議会第223回定例会に当たり一般質問をさせてい

ただきます。

平成の大合併からことしで10年目を迎えます

が、合併を促した政府からは、それに見合う権限

や財源など、地方制度を根本的に変える試みはな

されなかったように感じています。合併特例債や

過疎債などを活用し、地方の多様な問題に対処し

ようとしても、硬直的な規制に阻まれ、地方自治

の自由な試みを抑制する構造は今も続いていま

す。

三位一体の改革でなされたことは、財源の移譲

どころか、地方から国への財源の引き揚げであり

ました。それにより地方自治体の多くは財政難に

あえぎ、地方の自立を唱えながら、自立のための

財源という手段をそがれることになったように思

います。

このたび政府肝いりである地方創生について

も、地方自治体の本気度によって国からの支援に

強弱が出る可能性を秘めている観が強く、動かな

ければ衰退の一途をたどるなんということのない

ようにしなければなりません。逆にむつ市民のた

めに市長並びに行政と議会が全力で働き、先行し

たモデル自治体となるくらいの勢いを示さなけれ

ばならないと考え、地方創生についての質問をい

たします。

政府は、人口増による地方の創生、つまり活性

化を進めるため、まち・ひと・しごと創生法を制

定し、地方に対して地方人口ビジョンと地方版総

合戦略の策定を求めています。また、これに先立

って地域住民生活等緊急支援事業、地方創生型先

行事業なるものが補正予算により追加される予定

になっています。

この２事業については、議案の質疑により議論

、 、させていただきますが 地方版総合戦略について

昨年の12月に出された内閣審議官通知によれば、

この戦略の策定に当たり議会と執行部が両輪とな

って推進することが重要であることから、各地方

公共団体においても地方版総合戦略の策定段階や

効果検証の段階において十分な審議が行われるよ

うにすることが重要であるとしています。

地方創生により権限や財源が移譲しても、地方

はそれらを十分に活用する能力を備えることが極

めて重要で、市長並びに職員、さらには議員の力

量が成功の鍵を握る、つまり今後のむつ市の存続

または成長については我々行政にかかわる者の責

任が重大だということになります。そして、地方

版総合戦略の対象期間は、2015年から2020年まで

の５年間としていますし、来年３月をめどに総合

戦略を策定するよう国からの指示があります。

私は、このチャンスを生かし、我がむつ市が成

功モデルとなることを望むことから、地方版総合

戦略の早期策定に全力を尽くすべきと考えており

ます。市長のお考えをお聞きいたします。

次は、ふるさと納税についてであります。ふる

さと納税については、以前から積極的に取り組む

事項として、一般質問や議案の質疑により活動を

促す指摘をさせていただいておりました。今般政

府が進める地方創生の一環として、納税の上限を

２倍とすることや、ふるさと納税ワンストップ特
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例制度が本年４月から始まることになり、そのこ

とによる全国の各自治体がふるさと納税獲得合戦

を始めることと予想しています。

さて、報道では今年度のふるさと納税額のトッ

プ自治体は、長崎県平戸市の12億7,884万円であ

りました。これは、ポイント制を導入したことが

主な要因とされ、ふるさと納税が多い自治体には

獲得のための努力や工夫が感じられます。また、

ふるさと納税には寄附をいただくことのほか、地

域の地場産品をお礼として納税者へ送ることによ

り、地域の地場産品の消費に貢献することや、地

域の特徴や情報をＰＲできる一石三鳥の効果があ

ります。制度が大幅に緩和されるこの時期にやら

ないでいつやるのか、平成27年度の実施計画の力

点に入っていませんでしたので、次の３点につい

てお伺いいたします。

まず、受け身から獲得へ、さらに関心を行動へ

移すべきという考えがないのかお聞きいたしま

す。現在も何も取り組みをしていないわけではな

く、それなりに対応していると思います。それな

りとは、どちらかといえば受け身の姿勢でありま

して、前年度のむつ市への寄附件数が1,000件を

超え、県内自治体トップでありながら、執行部は

なぜトップになったのかよくわからないという感

想をお持ちではないかと思います。これらは、寄

附が来るのを待っているのではなく、寄附金を多

くいただくための知恵を絞り、獲得へ姿勢を変え

るという考えが必要と思います。そして、今後の

ふるさと納税制度は大々的にマスコミに取り上げ

られることになると思いますし、つまり関心を持

たれる方がふえるということです。大きいことを

言えば、関心を持っている全国民がお客様という

ことになります。関心を寄附という行動へ促す施

策を積極的に行うことが地方創生の一つの行動と

思いますが、いかがでしょうか。

次に、ふるさと納税の事務を担当する部署は、

企画調整課となっています。しかし、ふるさと納

税制度は、まちづくりの展開や自治体の経営、ひ

いては地域そのものの活性化や存続を左右するほ

どの重要な制度と私は思っております。にもかか

わらず、寄附金を活用する事業の担当部署がそれ

ぞれの分野に分かれ、統括されていないように思

われます。

獲得という意識を持って多額の寄附や事業費を

集めるために、いかにして情報発信するのか、い

かにして寄附したいと思わせるのか、いかに寄附

していただいた方に満足してもらえるのかなどを

、 、戦略的に考えて 効果的に行動に至るということ

さらには自治体の顔として率先して宣伝すること

や、寄附者の意見に耳を傾けるなど、選ばれる自

治体になるためには専門組織の設置が必要と考え

ますが、市長のご意見をお伺いいたします。

次に、市民体育館の早期完成は、市民の皆様と

同様に市長が望んでいることと思います。私の前

に一般質問した大瀧議員も、同様の内容の発言を

しております。しかしながら、財源がない、厳し

い財政状況では希望に応えるのは難しいというの

が現状であります。しかし、財源の見通しが立た

ず建設計画が延び延びになっていくのは本望では

ありません。活用できると思われる全ての財源を

洗い出し、早期完成へかじを切るべきと思うこと

から、ふるさと納税の使い道に市民体育館建設と

いう項目を追加するよう要望いたします。

福井県勝山市は、平成22年に新体育館建設の計

画策定と同時に、建設を進めるための財源を積み

立てる基金を設置いたしました。平成28年度オー

プンを目指し着々と工事が進められているようで

す。そして、ふるさと納税の使途には体育館建設

のためを追加し、平成23年から平成26年まで約

、 。423万円を集め 現在も継続中と聞いております

この金額は、総工費から比べれば少額かもしれま

せんが、頑張り次第では高額となる可能性もあり
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ます。私は、やってみる価値があると思いますの

で、市長にこのふるさと納税に市民体育館建設費

を使途として追加することを望みますが、市長の

ご所見をお伺いいたします。

次は、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部を改正する法律に関する事項についてお

聞きいたします。少子化が進んでいることから、

文部科学省は教育委員会が小・中学校の統廃合を

検討する際の指針となる手引を60年ぶりに改定い

たしました。小学校で６学級以下、中学校で３学

級以下の学校は統廃合の適否を速やかに検討する

必要があるということがこの手引に明記されてい

まして、通学範囲の条件も緩和し、より遠方の学

校と統廃合しやすくした内容となっている一方

で、学校を存続させる場合の対応策も盛り込んで

おります。

この手引は、全国の都道府県に通知されていま

すが、公立の小・中学校の統廃合は市教育委員会

、 。に決定権があるため 手引に強制力はありません

しかし、今後の教育行政に影響を与える内容が多

いため、教育長の所見をお伺いしたく通告したも

のであります。

手引では、小規模校の課題として、人間関係が

固定されやすい、学校行事が制限される、教職員

が確保しにくいなど約40項目が列挙されておりま

す。特に１学年１学級を維持できない小・中学校

については、教育上の課題が極めて大きく、統合

の適否を速やかに検討する必要があると指摘し、

統廃合をしやすくするため、通学基準おおむね１

時間以内という内容も追加し、スクールバスなど

での通学を想定し、広範囲で統廃合できる可能性

があるとしています。そして、検討するに当たっ

ては、住民や保護者を交えた検討委員会を設置し

たり、アンケート調査を実施したりして地域の意

向を反映させる工夫も求めております。

その一方で、地理的な事情や地域コミュニティ

の核として小規模校を残す選択も尊重される必要

があると強調され、テレビ会議システムを使った

他校との合同授業や小中一貫教育の導入を提案し

ております。

また、昨年12月に閣議決定した地方創生の総合

戦略では、小規模校を残す場合の国の支援も必要

とされ、それを受けた文部科学省は、小規模校向

けにＩＣＴの活用や教員の増員などの財政支援を

平成27年度予算案に計上すると聞いております。

統廃合の検討を促す手引の改定にどのような所見

をお持ちで、今後どのような対応をするのか、教

育委員会委員長にお聞きいたします。

また、地方教育行政の組織及び運営に関する法

律の一部を改正する法律によれば、全ての地方公

共団体に総合教育会議を設置することとなってお

りますが、設置条例を今定例会へ提出しない理由

は何なのかお知らせを願いたいと思います。あわ

せて、教育に関する大綱はいつ策定されるのかも

お聞きいたします。

以上、壇上での質問といたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 斉藤議員のご質問にお答え

いたします。

初めに、地方版総合戦略の早期策定に向け全力

を尽くすべきとのご質問であります。去る３月１

日、県内の報道各社は、共同通信社による地方創

生に関する首長アンケートの結果を１面で報道し

ております。その結果を見ますと、昨年12月に閣

議決定された国の総合戦略に対し、財政支援等へ

の期待感から８割を超える自治体が前向きに評価

しているものの、およそ２割の自治体は消極的な

評価にとどまっております。その一例として、地

方の自主性を強調しながらも、内容は丸投げの観

がする、地方が既に危機感を持って取り組んでい

る事項ばかりで目新しさがないという意見が挙げ
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られておりました。

地方創生は、自治体が主体性を発揮し、柔軟な

発想を駆使できる制度であります。消極的かつ批

判的姿勢に徹したところで得られるものは何もあ

りません。地方創生の幕あけは、すなわち自治体

間の競争の火ぶたが切って落とされたという覚悟

を持つ必要があります。

アンケートの中では、これまで積極的な戦略が

示されたことはなく非常に心強い、地方発展のチ

ャンスという政府の姿勢に期待を寄せる肯定的な

。 、 、意見もありました そして 議員ご発言のとおり

当市としては地方創生を絶好の好機と捉え、私の

リーダーシップのもと、職員が一丸となってアイ

デアを出していくことが求められ、さらにはむつ

市に住む市民の皆様、そしてむつ市にゆかりのあ

る人々、そして議員の皆様、さらには全てのむつ

市を愛する人々のアイデアが求められるものと考

えております。

さらに、競争社会の中で自治体に求められるこ

とはスピード感であります。先ほどの大瀧議員の

一般質問の中で、平成27年度中の計画策定という

答弁をさせていただきましたけれども、これは総

合戦略策定に関する最低限のスピードを申し上げ

たものであり、私としてはできる限り来年度の早

い時期に他の自治体に先んじて策定する必要があ

ると高い危機感を持っているところであります。

、 、次に ふるさと納税についてのご質問の１点目

より多くのふるさと納税を集めるため積極的な施

策を行ってはどうかとのご質問についてお答えい

たします。ふるさと納税は、各種メディアでも取

り上げられた影響もあり、今や全国民が関心を持

っている制度ではないかと感じております。

当市におきましても、今年度の寄附金額は２月

末の時点で約2,300万円と、制度が開始されたと

きには想像もできないほど多くのご寄附をいただ

くことになっております。当市でも平成23年度か

らふるさと納税寄附者への特産品の贈呈を行って

おり、その成果が今年度の2,300万円もの寄附に

つながっていると考えますが、議員ご指摘のとお

り、今後ますます激化するであろう自治体間にお

けるふるさと納税争奪戦において全国の皆様が当

市をふるさと納税先として選ぶには、今後さらな

る進化が必要であろうかと考えております。

その１つとして、むつ市議会第150回臨時会の

議案審議の際にふるさと納税寄附金の寄附金額

や、これにより充当される事業を明確にするため

の受け皿として基金を設置する方向で検討する旨

斉藤議員に答弁いたしましたとおり、本定例会に

上程しているふるさと納税寄附金基金条例による

寄附金の使途の明確化に着手したほか、現在９品

目となっている特産品を20品目程度までふやすこ

とや、寄附者がより寄附しやすい環境を整えるた

めのクレジット決済の導入等についても検討して

いるところであります。

次に、ふるさと納税を所管する専門組織の設置

についてでありますが、この制度の開始以降、当

市では企画調整課において事務をとり行ってお

り、平成20年度の寄附件数８件、127万円であっ

たふるさと納税寄附額を現在の規模にまで成長さ

、 、せるなど ある程度の成果を上げていることから

次年度以降も同様の体制で行うことが適当である

と考えております。

しかし、平成26年度中のふるさと納税寄附額が

12億円超と全国一であった長崎県平戸市が取り入

れたふるさと納税ポイント制度のように、今後の

ふるさと納税争奪戦を勝ち抜くためには、斬新か

つ寄附者が魅力を感じるような施策展開を図る必

要もあろうかと考えております。ふるさと納税寄

附額が数億円程度まで成長した市町村において

も、担当職員をふやしたことが増額につながった

ということではなく、新しいアイデアで活路を見

出しておりますことから、当市におきましても専
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門組織を設置するのではなく、むしろさまざまな

セクションに所属する職員からも、ふるさと納税

についてのアイデアを拾い上げる体制をつくって

いくことが必要ではないかと考えております。

次に、ふるさと納税の使途に新しい市民体育館

建設を追加すべきではないかとのご質問でありま

すが、平成27年度以降のふるさと納税寄附金につ

いては、本定例会において承認されることが前提

ではありますが、全額を基金として積み立て、そ

の使途を明確にすることとしております。

具体的にどの事業に充当するかは、毎年度の予

算において決まることとなりますが、基金の処分

に係る事業については、むつ市ふるさと納税寄附

金基金条例施行規則で定めることとしておりま

す。議員ご提案の新体育館建設への充当を含めた

新たな事業への充当については、その時々の重要

な政策について、それがいかにむつ市の発展につ

ながるかを明確にＰＲしつつ行ってまいりたいと

考えておりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。

ちなみに、今回新たに次年度の取り組みにおい

て最重要課題となるジオパーク構想に対しても、

ふるさと納税の寄附が事業充当できるように規則

の整備を進めているところであります。

教育行政についてのご質問につきましては、教

育委員会から答弁をさせていただきます。

〇議長（山本留義） 教育長。

（遠島 進教育長登壇）

〇教育長（遠島 進） 斉藤議員の教育行政につい

てのご質問の１点目、統廃合の検討を促す手引の

改定にどのような所見をお持ちで、今後の対応を

どのようにするのかについてお答えいたします。

本年１月に文部科学省が、おおよそ60年ぶりと

なる公立小学校・中学校の適正規模・適正配置等

に関する手引を策定し通知した背景には、全国的

な少子化が続く中、小学校、中学校が過度に小規

模化し、教育条件への影響が出たりすることが懸

念されていることや、それに伴う課題がかつてよ

りも一層顕在化しているとの指摘があるほか、交

通機関の発達等により生活圏が拡大しているとい

った通学条件の変化も含めて考える必要があるこ

とから、今回の通知となったものと考えておりま

す。

改正の主な内容は、学校規模の適正化に関する

基本的な考え方として、教育的な観点から、義務

教育段階の学校は児童・生徒の能力を伸ばしつ

つ、社会的自立の基礎、国家、社会の形成者とし

ての基本的資質を養うことを目的としており、こ

のため学校では単に教科等の知識や技能を習得さ

せるだけではなく、児童・生徒が集団の中で多様

な考えに触れ、認め合い、協力し合い、切磋琢磨

することを通じて思考力や表現力、判断力、問題

解決能力などを育み、社会性や規範意識を身につ

けさせることが重要であるとされており、そのた

めには経験年数、専門性、男女比等についてバラ

ンスのとれた教職員集団が配置されていることが

望ましいものと考えられています。

そのような教育を十分に行うためには、一定規

模の児童・生徒集団が確保されていることが望ま

しく、小学校、中学校ともに12学級以上18学級以

下が標準とされています。ただし、特別な事情が

あるときは、この限りではないとし、さまざまな

事情から学校統合によって適正規模を進めること

が困難で、小規模校のまま存続させることが必要

と判断される場合は、小規模校としてのメリット

である一人一人の学習状況や学習内容を的確に把

握でき、きめ細かな指導が行いやすい、保護者や

地域と連携した効果的な指導ができるなど、小規

模校のメリットを最大限生かす方策や、クラスが

えができずクラス同士が切磋琢磨することができ

ない、集団学習の実施に制約が生じるなどの小規

模校のデメリットの解消策や緩和策を積極的に検
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討、実施する必要があるとされております。

また、学校の適正配置については、小学校でお

おむね４キロメートル以内、中学校ではおおむね

６キロメートル以内という従来の通学距離に加

え、スクールバスなどの適切な交通手段が確保で

き、かつ遠距離通学や長時間通学によるデメリッ

トを一定程度解消できる見通しが立つということ

を前提とし、おおむね１時間以内という通学時間

による考え方を新たに導入しております。

さらに、学校は児童・生徒の教育のための施設

であるだけではなく、地域のコミュニティの核と

しての性格を有することが多く、防災、保育、地

域の交流の場であるなどさまざまな機能をあわせ

持っていることに加え、学校教育は地域の未来の

担い手である子供たちを育む営みでもあり、まち

づくりのあり方と密接不可分であるという性格を

持っております。このことから、保護者や地域住

民の十分な理解と協力を得るなど、地域とともに

ある学校づくりの視点を踏まえた丁寧な議論を行

うことが望まれるとしております。

いずれにいたしましても、設置者においてそれ

ぞれの地域の実情に応じた最適な学校教育のあり

方や学校規模を主体的に検討することが求められ

ておりますので、この手引は今後の統合に際して

の参考となるものと考えております。

なお、今回示された手引において、統合につい

て速やかに検討する必要があるとする目安が示さ

れている小学校は、複式学級が存在する規模とし

て、奥内小学校、関根小学校、正津川小学校、二

枚橋小学校、脇野沢小学校の５校、クラスがえが

できない６学級の規模として、大湊小学校、川内

小学校の２校があります。中学校については、複

式学級はないものの、クラスがえができない３学

級の規模の学校は、大湊中学校、近川中学校、関

根中学校、川内中学校、脇野沢中学校の５校とな

っております。

今後の対応についてですが、教育委員会といた

しましては、学校規模の適正化につきましては、

さまざまな要素が絡む困難な問題ですが、あくま

でも児童・生徒の教育条件の改善の観点を第一義

に据え、学校教育の目的や目標をよりよく実現す

るために行うべきものと考えております。

これからの時代に求められる教育内容や指導方

法の改善の方向性も十分勘案しつつ、現在の学級

数や児童・生徒数のもとで具体的にどのような教

育上の課題があるのか、また通学距離や通学時間

についても機械的に適用することなく、通学路の

安全確保、道路整備や交通手段の状況、気候条件

等地域の実情を踏まえた適切な通学距離の設定、

さらに学校は教育のための施設であるだけではな

く、地域のコミュニティの核として防災、保育、

地域の交流の場であることなどさまざまな機能を

あわせ持っていることなどから、総合的な観点か

ら分析を行い、保護者や地域住民と共通理解を図

りながら学校統合の適否について考える必要があ

ると考えておりますので、ご理解賜りたいと存じ

ます。

次に、教育行政についてのご質問の２点目、総

合教育会議設置に関する条例制定に関すること及

び３点目、教育に関する大綱の策定に関すること

については関連性がありますので、一括してお答

えいたします。

初めに、平成27年４月１日施行となる地方教育

行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正す

る法律に関して、改正の概要についてご説明させ

ていただきます。

、 、 、法改正の目的は 教育の政治的中立性 継続性

安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任

の明確化、迅速な危機管理体制の構築、首長との

連携強化を図るとともに、地方に対する国の関与

の見直しを図るものであります。

改正の概要について申し述べますと、１点目と
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して、教育委員長と教育長を一本化した新教育長

を設置すること、２点目として、教育長へのチェ

ック機能の強化と会議の透明化を図ること、３点

目として、全ての地方公共団体に総合教育会議を

設置すること、４点目として、教育に関する大綱

を首長が策定することの、以上４点が今回の改正

のポイントとなります。

ポイントの１点目についてですが、教育委員会

の代表者である教育委員長と事務の統括者である

教育長を一本化した新教育長を置くことにより迅

速な危機管理体制の構築を図ることを含め、教育

行政の第一義的な責任者を明確にすることができ

ます。

ポイントの２点目については、教育長が委任さ

れた事務の管理、執行の状況について、教育委員

会へ報告する義務、会議の原則公開などを規定す

ることにより、教育長へのチェック機能の強化と

会議の透明化を図ることが期待されています。

ポイントの３点目、斉藤議員ご質問の総合教育

会議の設置につきましては、改正法第１条の４に

おいて、全ての地方公共団体に対する設置義務が

規定されております。文部科学省からの通知及び

質疑応答から、会議の位置づけは地方公共団体の

長と教育委員会という対等な執行機関同士の協

議、調整の場であり、地方自治法上の附属機関に

は当たらないものであることから、条例、規則の

制定は必要なく、会議の進め方等、法の規定以外

の事項については総合教育会議の場で取り決めし

た内規的なもので足りるとの見解を得ておりま

す。

また、改正法附則第２条第１項において経過措

置が規定されておりまして、現に在職する教育長

は、その教育委員としての任期中に限り、なお従

前の例により在職することとされております。た

だし、総合教育会議に関しましては、経過措置は

規定されておりませんので、改正法の施行に伴い

効力が発生することとなりますことから、改正法

の施行後、法律の規定に従って開催するよう調整

してまいりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。

ポイントの４点目、教育に関する大綱の策定に

つきましては、同法第１条の３において策定が義

務づけられており、策定に当たっては総合教育会

議での協議が必要でありますことから、大綱の内

容、策定の期日についても総合教育会議における

協議の中で決定していくこととなりますので、ご

理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 再質問させていただきます。

先に教育委員会のほうから。

今教育長からは、総合教育会議設置の義務とい

うことで、条例は必要ないというふうな話であり

ましたが、その総合教育会議は内規で規定をして

運用していくのだというふうなことでもありまし

た。では、その内規というのは、我々議会または

市民の皆様に公表されるべきものなのか、もし公

表するとしたら、いつ公表されるのかお知らせく

ださい。

〇議長（山本留義） 教育部長。

〇教育部長（古川俊子） お答えいたします。

総合教育会議の内規についてでございます。内

規というのはいろいろあるかと思いますが、私た

ちが想定している内規は要綱でございます。この

要綱については、もちろん公表の義務があります

ので、ホームページ等で公表させていただくつも

りでおります。

総合教育会議の設置については、教育委員会だ

けでなく、市長が設置するということになってお

りますので、基本的には市長部局が担当すること

になるわけですけれども、各自治体の判断で教育

委員会が担当してもよいこととなっております。

現在庁舎内の組織改革を行っておりますので、そ
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れが決定した後、４月１日以降に市長部局と教育

委員会と調整のうえ、早いうちに事務局と内規を

定めて、総合教育会議の準備を進めてまいりたい

と思っております。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） ４月１日以降という話があり

ましたが、法律の施行日は４月１日です。では、

その内規ができるまでの間はどのような対応をす

るのかお知らせください。

〇議長（山本留義） 教育部長。

〇教育部長（古川俊子） 内規ができるまでの間、

どのような対応をするのかというお尋ねでござい

ます。あくまでも施行は４月１日でございますけ

れども、４月１日に施行したからといって、すぐ

にその日からやらなければいけないというもので

はなく、市長の任期であるその任期中に行えばよ

いとされているものでございます。ただし、総合

教育会議の内容は、市長と教育委員会がいろいろ

な教育行政を行うにおいて必要として私たちは会

議を進めていきたいと思っておりますので、早い

うちに内規を定めて会議の開催に向けて進んでい

くものでございます。

〇議長（山本留義） 12番。

（ ） 、〇12番 斉藤孝昭 いつもそうなのですけれども

施行日が決まっているのに、その施行日に向かっ

て準備をして、用意ドンでそこの新しい法に従っ

て事業を進めていく、物事を進めていくというこ

とが基本だと思いますが、常に後追いになってい

るという感じがします。

何で私が総合教育会議を設置するための条例を

出さないのかと言った理由については、全国で設

置しないところもたくさんありますが、やはり先

行して条例として約束事を決めて、４月１日から

一斉にその教育行政の変わったところを、一部の

変更を新しい教育行政に取り組んでいくのだとい

うふうな自治体もあるのです。そういう準備の時

間があったにもかかわらず、４月１日施行以降に

早いうちに検討すると、早いうちに実施に至る検

討をしますというふうなことでありますが、それ

では遅いと思います。仮に４月１日以降、首長と

教育委員会、教育委員会に関係する権限が市長に

も与えられることになります。その間に例えば何

か事件があったときにどういうふうにやるのかと

いうふうなことになれば、１日からのこの法律の

施行に準じて物事をこなしていく、処理していく

というふうになると思いますが、その間は何もな

かった場合、市長の権限または教育長とのやりと

りはどうなるのでしょう。

〇議長（山本留義） 教育部長。

〇教育部長（古川俊子） 斉藤議員がご懸念の部分

は、よくこちらも理解しているところでございま

すが、今庁内では組織改革を行っておりまして、

そこの部分で、事務局がもしかすれば市長部局に

移るかもしれないという要素もございます。そう

いう事情から、４月１日以降に速やかにそこの調

整を図って事務局を定めて、要綱を定めてまいり

ます。ただし、その要綱におきましても、総合教

育会議の場でたたき台を示し、そして市長及び教

育委員会の同意を得て、正式なもの、正式な要綱

として定めますので、これらの事情をご理解いた

だきたいと思います。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 理解できません。役所の都合

で、いいですか、役所の組織の都合で、何かあっ

たときに、住民の皆さんにふぐあいがあったとき

に対応できない、対処するのに時間がかかるとい

うことはあり得ない話です。そもそも組織整備は

事前にもできるはずです。それを４月１日以降の

組織整備、人事終わった後にやるということは行

政の都合であって、市民の都合ではありません。

そこのところの改善を要望します。

〇議長（山本留義） 斉藤議員、今要望ですよね。
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12番。

〇12番（斉藤孝昭） ふるさと納税についてお聞き

します。

市長は、やる気は十分あって、当然今後も力強

く進めていくというふうなお話でありました。再

三にわたってふるさと納税については、もっと力

を入れよう、もう少しコマーシャルをしよう、Ｐ

Ｒをしよう、積極的に行動しようという話をして

おりましたが、壇上でも言いましたとおり、例え

ば10億円の寄附がありました、お返しの贈り物は

そのうちの１割ですということになれば、１億円

の経済効果があるわけですね。ということを考え

、 、ると やはりこの施策は財政的な面も含めまして

地域の経済の活性化も含めて有効だろうというふ

うに思っておりまして、積極的にやるというもの

の、今までどおりの人員または組織でやっても、

果たして大丈夫なのかというふうなことを思って

います。私の希望は、やはり専門的な組織が欲し

いということでありますので、何とかそこのとこ

ろの検討をしていただきたいというふうに思いま

すが、市長、いかがでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

専門部局の設置ということでありますけれど

も、まず私の認識としては斉藤議員の認識と全く

一緒でございまして、今回東奥日報のほうで２月

26日に出た新聞記事によりますと、長崎県平戸市

が12億円これで稼いでいるというお話で、それか

ら第２位の佐賀県の玄海町、これが９億円、町で

も９億円稼いでいる例があるということでありま

す。我々の専らの問題が財政問題ということであ

りますし、そういう意味では非常に稼ぎ頭になる

ような施策になるというふうなことも考えられる

ということであって、これからまた来年度以降し

っかりやっていかなければいけないというふうな

認識であります。

このたくさんもらっているところの分析を少し

しますと、まずやはり特産品というものがこれ非

常に多く出ている、出している、あるいは仕掛け

がおもしろい、そういったところが今もらってい

るところのたくさんもらっている理由になってい

るのかなというふうなことが考えられるわけであ

ります。

ですから、我々としては、まずどこがやるか。

専門的な部署でやるか、どこがやるかというより

、 、も そういったところのまず分析をしっかりして

できるところから始めていくということだと思っ

ておりますし、これ寄附が多くなってきて、ある

いはお土産のほうの配分とか、あるいはそういう

ところの負担も大きくなってくれば必然的に専門

的な部署を設置せざるを得ない状況になってくる

のではないかと、こういうふうに考えております

ので、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） そのとおりだと思います。ふ

るさと納税については、光と影という部分があり

まして、光は今言ったように、寄附を高額にして

もらういい例、悪い例は、例えばむつ市に住んで

いる人が東京都に寄附してしまったということの

額がふえればふえるほど市の財政を圧迫させてい

くというふうな負の連鎖というふうなことにつな

がる可能性もあります。そこのところは、お互い

さまということで、さまざまな調整が個人的にな

されると思いますが、やはりむつ市のように財政

が厳しいところ、そして地域の活性化を早急にや

らないとだめなところは、この施策は有効だとい

うふうに思っていますので、ぜひ市長におかれま

しては、引き続き力を入れてやっていただきたい

なというふうに思います。

次は、地方創生についてお聞きします。壇上で

市長が言われていた共同通信社からのアンケート

について少しお伺いしたいと思います。平成７年
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度中の地方版総合戦略策定についてアンケートが

ありまして、自前で策定が可能なのか、国や民間

の支援があれば策定が可能なのか、策定は難しい

のかというふうな項目がありました。市長は、ど

れに答えたでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 国や民間の支援があれば策

定可能という選択肢を選びました。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 次に、政府の総合戦略につい

ての評価は、大いに評価する、ある程度評価でき

る、余り評価しない、どちらとも言えない、どれ

に答えたでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） ある程度評価できると回答

しております。その理由といたしましては、各地

域が抱える課題や問題の要因はさまざまであるた

め、画一的な施策ではなく、各地域の特性に即し

た地方版総合戦略の策定推進に対しての財政的支

援を考えているためというふうに記述をさせてい

ただいております。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 国の総合戦略が示した19の政

策パッケージの中で、効果が期待できる項目はと

いう問いに４項目挙げてくださいとあったはずで

す。それは、４項目何と挙げましたか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） ４項目については、まず第

１点が、地域産業の競争力強化、第２点目が、妊

娠、出産、子育ての切れ目のない支援、第３点目

が、地方都市における経済、生活圏の形成、４点

目が、ふるさとづくりの推進、以上の４つを回答

しております。これは、私自身がこのまち、この

むつ市で必要な課題、効果を重点的に出すことが

必要なものについて選択したということで理解を

していただきたいと思います。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 今の市長のお答えで、地方版

総合戦略の柱はほぼそれでいくというふうなこと

だと思います。ただ、自前で策定は可能ではない

と、やはりどこかの支援が必要だというふうなこ

とがありましたので、地方版総合戦略というのを

策定するに当たって、私は壇上で一日も早くとい

うふうな話をしましたが、やはりそれを支援して

くれる何かがないとなかなか難しいというふうな

ことだと思いますので、ぜひそこのところも努力

をしていただきたいと思います。

次に、この地方版総合戦略の中に、これも市長

壇上で言っていましたが、重要業績評価指標とい

う指標を使いなさいということになっています。

そこで、地方版総合戦略では実現すべき成果にか

かわる数値目標を定めるとしています。というこ

とは、指標づくりが重要なポイントの一つになる

と思いますから、将来のまちのあり方を含むまち

のあり方をどのように想定して、どのようなとこ

ろにどのように導いていくのか、まちをどのよう

に導いていくのか、それを数値目標と定めるとす

るとすごく大変だと思いますが、どのようにお考

えでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

重要業績評価指標をどのように定めるかという

ことでありますけれども、これは総合的な指標と

いうことではなくて、各施策ごとの指標になって

いくということだというふうに思います。その指

標が総体的に大きな目標に資するものであるとい

うふうな形になると思いますが、今の時点では抽

象的なことしか言えませんけれども、この重要業

績評価指標ですが、いわゆるアウトカム指標にな

るように私は設定をしたいというふうに考えてい

ます。

このアウトカム指標ですけれども、国の行政機
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関のほうでは、大体これは導入されています。ま

た、むつ市の中でも一部これに基づいて行政やら

せていただいている部分あると思いますが、簡単

にこのアウトカム指標について解説をさせていた

だきますと、きょう傍聴席に女性団体の方々が多

く来ています。そういった意味で、例えば女性が

輝く社会をつくりたいという大きな目標を掲げた

とします。そのときに、施策として女性の社会参

画を促すための活動としてのセミナーを開催しま

すと。そのセミナーの開催が、例えば10回開催し

ますというのは、これはアウトカム指標ではなく

て、いわゆるアウトプットの目標であります。ア

ウトカムの指標というふうになると、こういうセ

ミナーを毎年何回も、それこそ年に10回やって３

年間で30回やった結果、例えばですけれども、市

内の企業の取締役の女性が３割を超えた。そこを

目標にするというのがこのアウトカム指標であり

ますので、このまち・ひと・しごと総合戦略での

重要業績評価指標の中でのアウトカム指標という

のは、そういうものが求められているというふう

に認識しておりますし、また私としてはそういっ

た目標を立てて、しっかりとした計画策定をして

いきたいというふうに考えております。

〇議長（山本留義） 12番。

〇12番（斉藤孝昭） 地方版総合戦略、国がつくっ

た総合戦略は大ざっぱでありますが、地方におろ

してよこすと、やはり細かくなっていくのです。

今市長が言ったように、専門的な指標と言われて

いる数字または考え方もたくさん出てきますし、

戦略をつくると、早くと言っているのは、そうい

う意味もあるのです。やはり議会もかかわるよう

にという国からの指示もありますし、住民の皆さ

んにもわかってもらわないとだめだ。さらに、当

然それを基礎として策定の基本をつくる職員の皆

さんにもわかってもらわないとだめだということ

、 、で これをつくるに当たっての理解というか勉強

または教育、一緒ですね、説明会みたいなものも

きっと必要になってくると思うのです。それも全

部市長が、きのう、おとといですか、開いたむつ

市まち・ひと・しごと創生本部会議の中でやりと

りをしていくべきだと、やりとりをきっとしてい

くのだなというふうに思っていますので、段取り

をどうやってしていくのかも含めて早くから手を

つけていくと。当然会議の回数もふえていくと思

いますし、やりとりを公表しろというふうなこと

にもなっていきますから、やることはたくさんあ

るということだと思います。ぜひそこのところに

は、市長には何とかお願いしたいなというふうに

思います。

最後になりますけれども、これは市長が施政方

針のときに話ししていた内容です 「生き残るの。

は、最も強いものではなく、最も賢いものでもな

く、変化に対応できるものだけである」という話

を冒頭しておりました。まさに今回の地方創生の

考え方がそういうことなのだろうなと。やらなけ

れば終わると、やるしかないということだと思い

ます。ぜひこういう考えを平成27年度に向けて１

年間一生懸命汗を流してほしいなと。それに我々

も協力するつもりは十分ありますので、行政と議

会が一体となっていいまちをつくろうということ

を申し上げて一般質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。

〇議長（山本留義） これで、斉藤孝昭議員の質問

を終わります。

ここで、昼食のため午後１時10分まで休憩いた

します。

午前１１時５８分 休憩

午後 １時１０分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。
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◎横垣成年議員

〇議長（山本留義） 次は、横垣成年議員の登壇を

求めます。２番横垣成年議員。

（２番 横垣成年議員登壇）

〇２番（横垣成年） 日本共産党の横垣成年です。

むつ市議会第223回定例会に当たり一般質問を行

います。市長を初め理事者におかれましては、前

向きのご答弁、よろしくお願いをいたします。

さて、政治と金の問題がマスコミをにぎわして

。 、 、 、おります 西川前農水相 望月環境相 上川法相

そして安倍首相までが報じられました。企業団体

献金は、政治腐敗の温床です。そして、憲法違反

の政党助成金は政治腐敗を助長しております。お

金で動く政治、利権で動く政治、汗をかくことな

く320億円もの税金を山分けする政治をいいかげ

んなくす政治をつくらなければなりません。富め

る者は富み、貧しい者はさらに貧しくなっていく

格差社会を是正できるのは政治のみであります。

その政治が腐敗しているのであれば、格差はます

ます広がるばかりであります。日本共産党は、企

業団体献金、政党助成金を受け取っていない政党

であります。日本は、国際ルールも守らない戦前

の天皇制暗黒独裁国家から民主的憲法を持つ民主

的国家になり、ことしで70年になります。さらな

る民主的な国家となることを願い、質問に入りま

す。

質問の１点目、むつ市地球温暖化対策推進実行

計画の現状と今後についてであります。この計画

の現状はどのようになっているのでしょうか。議

会に配布された計画、そしてむつ市のホームペー

ジ掲載の計画は、平成24年度で終わりとなってお

ります。なぜ平成24年度で終わりとなっているの

でしょうか。今後どのようにする予定なのかをお

聞きいたします。

質問の２点目、むつ市の地域資源の有効活用と

独自性についてであります。地域資源の有効活用

と独自性を発揮した自治体が地域振興に成功して

おります。青森県内では、津軽のリンゴ、南部の

ゴボウ、ニンニク、十三湖や小川原湖のシジミな

ど、地域資源の有効活用が図られている地域があ

ります。

すぐ隣の岩手県では、さらに多くのよい例を私

たちに示しております。釜石市では、森林組合を

中心に地元材を使った30坪1,000万円の復興再建

注文住宅を手がけました。葛巻町では、再生可能

エネルギーの売電収入が５億4,000万円と言われ

ております。岩手県は、ツキノワグマの生息数は

3,000頭を超え、全国１番であります。イヌワシ

の生息数も全国１番、それほど豊かな雑木林を初

めとした自然が保持されているということであり

ます。サケの水揚げは、北海道に次いで２番目、

河川行政においても自然の流れを妨げないような

川づくりが多く見受けられます。岩手県では、川

、 、幅を広くとって セットバック方式といいますが

護岸をしております。住民が河原で遊ぶことがで

きます。青森県の川は、ぎりぎりに護岸するもの

ですから、危険であり、川の近くに行くことがで

きません。岩手県は、自然海岸を８割近く残し、

全国２番目であります。青森県は４割しか残って

。 、 、おりません 岩手県は 杉を植えた地域の強間伐

半分を間伐するという意味でありますが、強間伐

を進め、混交林の森づくりを進めております。青

森県は、何の動きもありません。岩手県は、県を

中心とした医療環境向上の取り組み、自然環境意

識向上への取り組み、ペレット燃料、ペレットス

トーブの普及率、ごみの排出低減化、下水の普及

率など、いろんな指標を比較すればするほど岩手

県の取り組みのすごさに驚かされております。当

然岩手県に原発はありません。原発に頼ろうとい

う考えはみじんも見受けられません。

私は、むつ市の地域資源では、この地域に自然
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に育つヒノキアスナロ、ヒバにまさるものはない

と考えております。ヒバは日本三大美林、木曽ヒ

ノキ、秋田杉、青森ヒバの一つであります。下北

と津軽半島に蓄積量の８割が存在するものであり

ます。また、独自性については、むつ市民の取り

組みによって築かれてきた資源ごみのリサイクル

率は青森県で２番目であります。資源ごみに対す

る取り組みは、むつ市の独自性の一つと考えられ

ます。地域資源の有効活用と独自性についてのむ

つ市の考え方をお聞きいたします。

質問の３点目、原子力についてであります。１

つとして 新規制基準について 田中委員長が 私、 、 「

は安全だとは言っていない」と言っていることに

ついてであります。市長は、前議会の私の「新規

制基準は国が安全だと言っているから安全は担保

されている基準という市長の認識でよろしいか」

との質問に対し 「私は政府の方針を支持してい、

る」という答弁でありました。市長は、新規制基

準は安全が担保されていると認識しているという

ことであります。新規制基準について田中委員長

が「私は安全だとは言っていない」と言っている

ことについての市長の認識をお聞きいたします。

原子力の２番目として、避難計画は新規制基準

の範囲外についてであります。市長は、新規制基

準は世界一厳しい基準であるという認識でありま

す。アメリカでは、規制基準に避難計画の提出を

義務づけております。日本の避難計画は、規制基

準の範囲外であります。避難計画をつくらなくて

も規制基準に合格をいたします。実際川内原発、

高浜原発は避難計画がなくても合格をしておりま

す。この点でもアメリカより厳しくない基準であ

ります。避難計画が規制基準の範囲外についての

市長の認識をお聞きいたします。

原子力の３番目、近川を含めた南通り地域の避

難計画についてであります。同地域の避難計画の

現状をお聞きいたします。地域の人は、避難計画

が遅々として進んでいない、見えていないことに

いら立っております。ひとり暮らしの人、耳の聞

こえない人、寝たきり、足のない人など、弱者は

。 、どのようになるのでしょうか 窓を閉めていたり

車の音で防災行政無線は聞こえない、戸別受信機

をつけてほしいと言っても一向につけてもらえな

い。六ヶ所村は、テレビ電話などを設置し、原発

関連交付金でそれなりの安全対策をとっている

が、むつ市は原発関連交付金を何に使っているの

か、原発に対する住民の安全対策に何も使ってい

ないのではないか、むつ市の赤字穴埋めに使って

いるだけではないかという市民の声があります。

もっと真剣に地元の住民の不安の声に耳を傾ける

べきであります。同地域の避難計画の現状をお聞

きいたします。

原子力の４点目、住民が被曝しないで避難する

ことは不可能であり、住民の最大の安全確保は原

発から撤退すること以外にないことについてであ

ります。現避難計画では、避難に要する時間は順

調にいっても３日前後かかるようであります。国

の原子力災害対策指針の目安は、避難指示から

24時間以内に30キロメートル圏外に出るとありま

す。また、福島原発事故を受けた国会事故調査委

員会報告書によると、重大事故発生から格納容器

の損傷、放射性物質の放出までに要する時間は推

定３時間から８時間半となっています。現避難計

画では、住民の被曝は避けられません。どんな完

全な避難計画をつくっても被曝が避けられないな

ら、住民の命を第一とする自治体として、住民の

安全を確保するためには原発から撤退する以外に

はないことについての市長の認識をお聞きいたし

ます。

原子力の５点目、ことしは水素社会の元年であ

り、原子力は処理できない廃棄物を出し、危険か

つ時代おくれのエネルギーとなることについてで

あります。昨年トヨタ自動車は、約700万円の燃
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料電池自動車を販売いたしました。水素を燃料と

する自動車であります。ことし政府も水素ステー

ションのインフラ整備に努める方針を固めまし

。 、 、た トヨタは 5,800件に及ぶ特許を無料開放し

一気に燃料電池車へのシフトを進めようとしてお

ります。トヨタは、家庭用燃料電池もつくり、現

在世界トップレベルであります。今のように独占

会社となっている電力会社から電気を買う必要が

なくなります。水素を買えばよいのであります。

原油など化石燃料すら必要なくなります。当然手

に負えない廃棄物を出し、危険な原発など全く必

要性はありません。ことしは水素社会の元年であ

り、原子力は処理できない廃棄物を出し、危険か

つ時代おくれのエネルギーとなることについての

市長の認識をお聞きいたします。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 横垣議員のご質問にお答え

いたします。

まず、むつ市地球温暖化対策推進実行計画の現

状と今後についてお答えいたします。むつ市の地

球温暖化対策推進実行計画は、地球温暖化対策の

推進に関する法律に基づき、都道府県及び市町村

は事務及び事業に関し、温室効果ガスの排出量の

削減並びに吸収作用の保全及び強化のための措置

に関する計画を策定するものとされ、むつ市にお

いては平成20年３月にむつ市地球温暖化対策推進

実行計画を策定しております。

まず、現状はどのようになっているかについて

でありますが、むつ市地球温暖化対策推進実行計

画では、温室効果ガスの一つである二酸化炭素の

排出量を平成19年度を基準として平成24年度まで

に５％削減することを目標としてスタートいたし

ました。しかしながら、平成21年９月の本庁舎移

転に伴い、二酸化炭素の排出量の増加が確実とな

りましたことから、平成23年度に実行計画の見直

しを行い、見直し後の目標値は本庁舎からの排出

量を庁舎移転後の平成22年度の排出量を基準と

し、平成24年度までに２％の削減、その他の施設

につきましては、当初のとおり５％を削減する計

画といたしました。

実績といたしましては、本庁舎における二酸化

炭素排出量は平成22年度の1,368トンに対しまし

て、平成24年度は1,155トンとなっており、削減

率は目標の２％を上回る15.6％の削減となり、目

標値を大幅に達成したものの、それ以外の施設に

つきましては、平成19年度の１万588トンに対し

、 、まして 平成24年度は１万251トンとなっており

削減率は3.25％にとどまり、目標の５％削減には

至りませんでした。

、 、次に 計画期間が平成24年度で終了したことと

今後の対応についてのご質問でありますが、横垣

議員ご承知のとおり、むつ市役所は平成22年度か

らエネルギーの使用の合理化に関する法律、いわ

ゆる省エネ法による特定事業者に指定されたこと

から、結果的に温室効果ガス、とりわけ二酸化炭

素削減については継続して取り組んでおります。

したがいまして、平成25年度以降の実行計画につ

きましては、国から新たに削減目標値が示されな

かったことから、いまだ目標値の設定には至って

おりませんでしたが、今後むつ市として目標値を

設定し、具体的な取り組みとして既に行っている

再生エネルギー等新エネルギー施設の導入を推進

するとともに、設備等の更新に当たっては本庁舎

執務室内の照明のＬＥＤ化など、省エネ型への切

りかえを積極的に進めることも実行計画に掲げて

まいりたいと考えております。

いずれにいたしましても、議員ご質問のむつ市

地球温暖化対策推進実行計画及びその結果につき

ましては、４月をめどに市民の皆様への公表を行

い、ご意見も取り入れてまいりたいと考えており
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ますので、ご理解を賜りたいと存じます。

なお、具体的な取り組みにつきましては、担当

部長より答弁をいたします。

次に、むつ市の独自性などについてであります

が、議員ご承知のとおり、当市の自然的特色とし

ては、約８万6,000ヘクタールの県内一面積の広

い自治体であり、森林面積は約７万3,000ヘクタ

ール、全面積に対し、約85％の広大な森林を有し

ております。また、津軽海峡、平舘海峡、陸奥湾

と三方を海に囲まれ、100キロメートルに及ぶ県

内一長い海岸線を有しているほか、冷涼な気候の

特色もございます。この豊かな自然が当市の特色

でもあり、その特色を生かした資源づくりが独自

性や活性化にもつながるものと考えております。

当市の森林資源の中で、特に青森ヒバは重要で

あり、日本三大美林であるとともに、市の木とし

て制定され、川内地区や大畑地区では昭和30年代

、 、までヒバの豊かな森林資源に恵まれ 伐採や搬出

製材業等により林業が基幹産業として発展してき

た歴史があります。

しかしながら、国有林内での長年にわたる伐採

により、近年はその資源量が減少し、市場の入荷

量が激減していると伺っております。このことか

ら、ヒバ資源をふやす取り組みが重要となってお

り、国有林や民有林では国や森林所有者において

ヒバが植栽されておりますが、市内の国有林での

ヒバの植栽面積は過去５年間で約43ヘクタール、

民有林での青森県民有林造林補助事業を活用した

植栽面積は、過去５年間で約89ヘクタールにとど

まっております。この植栽されたヒバが伐期に達

し、木材として利用できるようになるまでには長

期間にわたる森林施業が不可欠であり、民有林に

おいては県の補助事業を有効に活用することで自

己負担を少しでも軽減し、継続した施業が可能に

なるものと考えております。このことから、市で

は補助事業を実施するための森林経営計画作成に

対し支援し、資源の育成に努めております。

なお、当市における森林経営計画作成に係る支

援内容等とヒバの利活用につきましては、担当部

長から答弁をいたします。

また、現在下北地域全体で取り組んでいるジオ

パーク構想におきましても、下北のヒバを重要な

資源と捉えており、下北ジオパーク構想の根幹を

なすものと期待しております。

日本三大美林としての価値のほか、議員もご承

、 、知のとおり青森ヒバは ヒノキアスナロと呼ばれ

あすはヒノキになろうと未来を見据え、力強く真

っすぐに成長していく象徴となっていることか

ら、今年度の日本ジオパークへの認定は見送られ

たものの、あすはジオパークになろうと再び挑戦

を決めた下北ジオパークのシンボル的な存在にな

ると考えております。

また、ヒバは近年、伊勢神宮の内宮の正面玄関

に当たる宇治橋に使用されるなど、その耐水性や

耐久性、そして抗菌性が非常に高く評価されてお

りますが、木材としてのヒバだけでなく、ヒバの

歴史やヒバが生育してきたことで生まれたなりわ

い、そして北前船の積み出し港としてもたらされ

た文化、風習までもがヒバによって生み出された

産物と捉え、これらを一つのストーリーでつなぎ

合わせることで、さらにその価値を高めるようジ

オパーク構想に取り入れることでも地域資源とし

てのヒバの有効活用につながるものと考えており

ます。

次に、ヒバ以外の地域資源としては、林産物と

してのタラの芽や木炭が生産されておりますが、

川内の袰川地区農家を中心に約30年前にタラの芽

の栽培方法を試行錯誤を繰り返しながらも確立

し、現在ではむつ市の特産品として県内出荷額の

３分の２を占めるまでになっております。

さらに、森林がもたらす恵みは林産物にとどま

らず、雨や雪解け水が鉄分や栄養塩を含みながら
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河川を通じて海に流れ込み、陸奥湾内では主にホ

、 、 、 、 、タテ ナマコ 津軽海峡では昆布 ワカメ ウニ

アワビなどの磯根資源を育んでおりますことか

ら、市といたしましては今後ともこれらの資源の

維持増大に努め、地域活性化を図ってまいりたい

と考えております。

次に、原子力についてのご質問の１点目、新規

制基準について、田中委員長が「私は安全だとは

言っていない」と言っていることについてお答え

いたします。新規制基準につきましては、東京電

力福島第一原子力発電所の事故の反省や、国内外

からの指摘を踏まえて策定されたものであり、原

子力施設の設置や運転等の可否を判断するための

厳格な基準であるとの認識に変わりはございませ

ん。安全性の担保ということにつきましても、エ

ネルギー基本計画における原子力発電に伴う事故

のリスクを最小限にし、万が一事故が起きた場合

には、国が責任を持って対処するという方針に託

すべきと考えております。

一方、田中原子力規制委員会委員長が国会や記

者会見等において「安全だとは言わない」という

旨の発言をしていることは承知しておりますが、

同時に昨年12月17日の原子力規制委員会の記者会

見の中においては 「安全ではないとも言ってい、

ません」とも発言しています。さらに、新規制基

準に適合し、再稼働に向けた手続が進められてい

る鹿児島県の川内原発については、第186回国会

原子力問題調査特別委員会の中で 「福島のよう、

な事故を二度と繰り返さないことを目指した高い

レベルの安全性を有するということは申し上げる

ことができます」と発言しています。これは、原

子力規制委員会の審査が新たな規制基準に適合す

るかどうかの審査であるということを強調するも

のであって、議員もご承知のとおり安全神話に陥

ることなく、安全性については不断に向上を目指

すべきものであるとの田中委員長の強い思いであ

ると認識しています。

原子力規制委員会においても、新規制基準の策

定に当たり絶対的な安全性が確保できるものでは

なく、原子力規制においては常に高いレベルの安

全性を目指し続けていく必要があるとしておりま

す。この新規制基準は、世界でも最も厳しいレベ

ルのものと言われておりますが、この基準に適合

したからといって慢心することなく、事業者には

住民の安心安全のため、常により高い安全に対す

る意識を持ち続けていただきたいと考えておりま

す。

政府は、原子力規制委員会によって新規制基準

に適合すると認められた場合は、原発の運転、再

稼働の安全性が確保されていることを確認したと

考えているとしており、私といたしましても、こ

の政府の見解を支持する立場であります。

次に、避難計画は新規制基準の範囲外について

ですが、現在国の原子力防災に関しては、原子力

施設外の防災対策は内閣府が担当しております。

新規制基準適合検査は原子力規制委員会となって

おりますが、避難計画及び適合審査はそれぞれの

府省で十分精査されているものと認識していま

す。

国における避難計画の精査の仕組みについてで

すが、平成25年９月、内閣府が実質的な事務局で

ある原子力防災会議において、関係自治体の避難

計画作成等に関係省庁が全面的に取り組むことが

決定され、原子力発電所のある東通地域を含む

13地域に中央の関係省庁、原子力防災専門官、地

方支分部局、道府県及び関係市町村から成るワー

キンググループを設置し、国と自治体が一体とな

って計画の策定、充実に取り組むとの方針が打ち

出されています。

各ワーキングチームは、避難計画の策定中の地

域については、災害時要援護者や避難施設、移動

手段、避難経路の確保などの共通課題を踏まえた
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取り組みを行い、具体的な課題解決への支援を実

施し、適切な時期に計画の進捗状況の確認を行う

とされております。

また、避難計画がおおむね具体的なものとして

充実できている地域についても、輸送手段の確保

に向けた調整状況のフォローアップを行うなどし

て、より実効性のある避難計画になるよう支援を

し、これらの活動が原子力防災会議に報告され、

この結果をもとに原子力防災会議において避難計

画を含めた緊急対応の実効性について確認するこ

ととされています。

このような国の取り組みを踏まえたうえで、避

難計画は原子力政策を推進するうえで原子力発電

所での万一の事故に備え、必要不可欠なものと考

えており、現状では避難計画が新規制基準の範囲

外となっていますが、私といたしましては、避難

計画は政府が再稼働の判断に当たってしんしゃく

すべき事項として、また自治体側は同意に当たっ

て考慮すべき事項であると考えております。

次に、近川を含む南通り地域の避難計画につい

てですが、去る２月25日の原子力災害避難対策検

討会において、バスの確保が困難であることや、

渋滞緩和のため、南通り地域が含まれる東通原子

力発電所から半径15キロメートル圏内を優先的に

避難させるとの方針が示されたところです。交通

手段につきましては、バスまたは自家用車とする

こととなりますが、避難先については現行どおり

、 、青森市内となっており 大室平地区が浅虫中学校

金谷沢地区がゆ～さ浅虫、神山地区が古川市民セ

ンター、それ以外の今泉地区から脇野沢開拓地区

まではリンクステーションホール青森となりま

す。

南通り地域については、東通原子力発電所に近

いことから、市としても優先的に避難すべき地域

として認識しており、県の原子力防災訓練には地

域住民に参加していただき、バスで青森市への避

難や、大湊港から海路での避難訓練をさせていた

だいているところであります。

また、原子力災害に限らず災害時においては、

情報を市民へ迅速かつ正確に伝えることが重要な

ものと考えておりますことから、市では防災行政

用無線、広報車、防災・かまふせメール、エリア

メール、ツイッター、エフエムアジュールなどあ

らゆる手段を講じて繰り返し周知することとして

おり、ひとり暮らしや高齢者等の災害時要援護者

、 、の方々については 現在要援護者名簿を町内会長

民生委員及び消防団へ配布し、災害時には安否確

認を行っていただくとともに、広域避難となった

場合には逃げおくれがないよう、市職員、消防署

員、消防団員等が連携し、避難対象地域の戸別訪

問をすることとしております。

さらには、原子力発電所からおおむね10キロメ

ートル圏内において早期の避難が困難である災害

時要援護者や住民等が安全に避難ができるまでの

間、避難のための一時集合施設を放射線防護対策

を講ずるべきと国から示されたことから、東通原

子力発電所からおおむね半径10キロ圏内にある広

域避難の一時集合場所のうち、耐震性、対津波性

能、コンクリート壁などの条件をクリアした奥内

小学校の校舎多目的ホール及び多目的活動室に放

射性物質除去フィルターの設置、窓枠の補強や扉

の二重化などの放射性防護対策を講ずることとし

ております。

なお、この対策は国からの全額補助により実施

するものでありますが、補助金が国の平成26年度

の予算であり、緊急を要するため、本定例会にお

いて一般会計補正予算議案として追加提案する予

定としております。

次に、住民が被曝しないで避難することは不可

能であり、住民の最大の安全確保は原発から撤退

すること以外にないのではないかということにつ

いてですが、避難計画は住民を被曝させずに安全
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に避難させることを最大の目的として策定してお

ります。県では、昨年４月、30キロメートル圏内

の住民が30キロメートル圏外へ避難するのに要す

る時間について、段階的避難、自家用車利用率、

自主避難率、人口分布、季節の５項目を加味した

125パターンにも及ぶ避難時間のシミュレーショ

ン結果を公表しております。これによれば、30キ

ロメートル圏内に居住する住民が、段階的ではあ

るものの、全住民が避難することを前提として、

、 、むつ市では自家用車避難率が95％ 冬以外の休日

夜間の避難を要する時間として65時間10分という

ことが示されておりますが、交差点等による効果

的な誘導の実施により、27時間20分にまで短縮で

きるとされております。

青森県警察本部が委員として名を連ねている原

子力災害避難対策検討会の下部組織である移動対

策の検討部会において、これらの解析を踏まえた

うえで、有効な避難誘導について協議を重ねてお

ります。

また、避難ばかりがクローズアップされていま

すが、原子力災害において被曝量を軽減するため

に重要なのは屋内退避であると言われています。

昨年５月に原子力規制委員会が公表した緊急時の

被曝線量及び防護措置の効果の試算によれば、原

子力発電所から半径５キロメートルから30キロメ

ートル圏内までは放射性物質の放出前に予防的に

屋内退避を中心に行うことが合理的であるとされ

ております。また、昨年12月の日本原子力研究開

発機構の安全研究センター報告会において発表さ

れた分析結果においても、半径５キロメートルか

ら10キロメートル圏内では屋内退避と避難、10キ

ロメートル圏外は屋内退避によって実効線量の十

分な低減が見込まれるとされています。基準の厳

しいとされるアメリカにおいても、原子力発電所

から半径約16キロメートルの区域は、主に避難と

屋内退避を実施するとしており、市の避難計画に

おいても屋内退避後に避難をすることとしてお

り、今後は屋内退避の重要性を市民の皆様に繰り

返し周知していくことが必要なものと考えており

ます。

次に、ことしは水素社会元年の年であり、原子

力は時代おくれのエネルギーになるのではないか

ということについてでありますが、水素社会の実

現につきましては、エネルギー基本計画の中でも

将来の二次エネルギーとして、電気、熱に加え、

水素が中心的役割を担うことが期待されており、

同計画に基づき国では昨年６月に水素燃料電池戦

略ロードマップを取りまとめております。その中

では、燃料電池や燃料自動車の活用拡大、2020年

代後半をめどとした水素発電の本格的導入及び大

規模な水素供給システムの確立、そして2040年こ

ろには二酸化炭素の貯留または再生可能エネルギ

ーを活用したトータルでの二酸化炭素を排出しな

い水素供給システムを目指した取り組みを進めて

いくこととしておりますが、一方でこうした水素

利活用技術には技術面、コスト面、制度面、イン

フラ面等でいまだ多くの課題が存在しており、社

会に広く需要されるか否かは、まさにこれからの

取り組みにかかっているとしております。

また、昨年12月に経済産業省が取りまとめたエ

ネルギー関係技術開発ロードマップにおいては、

国民生活と産業活動の血脈であるエネルギーの安

定的な確保は国の安全保障にとって不可欠なもの

であり、我が国にとって常に大きな課題であり続

けているとの認識のもと、太陽光や風力、地熱等

の再生可能エネルギーや原子力、高効率石炭火力

発電、さらには水素製造、水素利用に至るまで、

、 、さまざまな分野にわたる技術課題を俯瞰し 短期

中期、長期の観点から、我が国のエネルギー構造

に関する脆弱性の解決を図っていくための現実的

かつ実現可能なエネルギー政策の方向性を示して

おります。
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水素エネルギーは、クリーンで環境に優しいエ

ネルギーであると理解しておりますが、先ほども

申し上げましたとおり、多くの課題をクリアしな

ければならず、さらにはエネルギー需給の安定性

を確保するためには、さまざまな形での政策を展

開していく必要があると考えております。

一方で、原子力はウラン資源の埋蔵量や輸入先

の政情安定度などにより十分な量を確保できるこ

とや、使用済み燃料を再処理することで純国産化

可能となることから、燃料の安定供給にすぐれる

こと、発電の過程で二酸化炭素を排出しないため

温暖化対策の一つとして有望であること、また少

量のウラン燃料で大きなエネルギーが取り出せる

ため貯蔵運搬面でもすぐれ、発電コストに占める

燃料費の割合が火力等の発電方法に比べて低いこ

、 、とから 燃料費の高騰によるコストの上昇を避け

電気料金の安定に役立つなど、現時点においては

非常に有効なエネルギーであることから、原子力

がただちに時代おくれのエネルギーになるとは認

識しておりませんので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

先ほど原子力についての答弁の中で、中野沢開

拓地区を脇野沢開拓地区と申し上げました。中野

沢開拓地区に訂正させていただきたいと存じま

す。失礼しました。

〇議長（山本留義） 民生部長。

〇民生部長（松尾秀一） 地球温暖化対策の現状と

今後の取り組みについて、市長答弁に補足いたし

ます。

まず、市役所内の職員の取り組みといたしまし

ては、パソコン機器等の適正利用、休憩時間の消

灯や各種機器の電源を切るなど小まめな節電を行

っております。また、公用車の運転の際には、不

要なアイドリングをしない、急発進、急加速を避

け経済速度での走行など、省エネ運転、エコドラ

イブの励行を実施しております。

その他の取り組みといたしましては、コピーの

際に両面コピーや再利用を徹底いたしておりま

す。さらには、継続的な取り組みとして、健康管

理と節電対策を兼ね、毎週水曜日と金曜日にノー

残業デーを実施しております。加えて平成23年度

からは、青森県全体で県下一斉ノーマイカーデー

を実施しており、むつ市もこの取り組みに全庁的

に参加し、具体的には年に２回実施し、通勤に際

しては徒歩、自転車、乗用車の相乗り、公共交通

機関の利用等を職員に対して呼びかけておりま

す。

一方、市役所内の大きな取り組みといたしまし

ては、むつ市地域新エネルギービジョンに基づき

新エネルギーの導入を進めております。導入事例

といたしましては、ハイブリッド車及び電気自動

車を公用車として導入しております。また、太陽

、 、光発電設備を大畑中央保育所 第三田名部小学校

市役所本庁舎及び川内庁舎に設置しております。

さらに、太陽光と風力を組み合わせたハイブリッ

ド街路灯については、避難所に指定されておりま

す川内、大畑及び脇野沢地区などの公共施設にも

設置しております。

次に、新年度につきましては、先ほどの市長答

弁においても申し上げましたとおり、本庁舎執務

室内の照明のＬＥＤ化を新年度予算案に計上する

など、一定の取り組みを行っております。したが

いまして、市といたしましては、今後ともむつ市

地球温暖化対策推進実行計画に基づき、地球温暖

化の防止に努めてまいりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

〇議長（山本留義） 経済部長。

〇経済部長（浜田一之） 森林経営計画作成に係る

支援内容等とヒバの利活用について、市長答弁に

補足説明いたします。

まず、青森県森林資源統計書によりますと、当

市の民有林面積１万4,918ヘクタールのうちヒバ
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林の面積は235ヘクタールとなっております。こ

のヒバを含めた森林施業に対する補助事業には、

市長答弁にもありましたとおり、青森県民有林野

造林補助事業があり、植栽、下刈り、除伐及び間

伐等のそれぞれの施業が補助対象となり、植栽か

ら育成、伐採といった一連のサイクルに支援でき

る事業であります。

植栽に関しましては、地ごしらえ、植栽、播種

等を含む標準経費が青森県により設定されてお

り、森林経営計画等が策定された森林地内で植栽

をすることなどが交付の条件となっております。

この森林経営計画は、５年を１期として森林施

業の計画を定めたもので、平成25年度末でむつ市

の民有林のうち、むつ地区では364ヘクタール、

川内地区では794ヘクタール、合計1,158ヘクター

ルについて作成され、認定しているところであり

ます。

市では、森林経営計画の作成に対し、助言、指

導及び認定のほか、計画作成主体である下北地方

森林組合に対し、森林整備地域活動支援交付金を

交付し、森林経営計画の作成が促進されるよう支

援に努めているところであります。

次に、ヒバの利活用についてでありますが、ヒ

バを活用した実例として、大畑木材工芸センター

では指定管理者である大畑ヒバ工芸研究会が大畑

産のヒバを活用したまな板、しゃもじ、風呂用す

のこ、風呂用椅子、コップなどを生産し、東京都

内の専門店や生協などで販売しており、好評を博

しています。さらに、地域内で開催される各種イ

、 、ベントにおいても展示即売 木工体験などを行い

ヒバを通してむつ市のＰＲに大いに貢献していま

す。

また、薬研地区にあります東北森林管理局の大

畑ヒバ施業実験林は、80年以上にわたり日本のヒ

バ研究の中心的フィールドとして施業法の研究や

各種試験が行われ、その成果は現在の日本のヒバ

天然林施業に生かされています。そのヒバ施業実

験林が接する薬研渓流沿いの旧森林鉄道跡は、現

在は遊歩道として活用され、ヒバ林のリラクゼー

ション効果を実感しながらの散策は、観光客に人

気のプログラムとなっております。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 独自性について、ちょっと再

質問させていただきます。

、 。むつ市のリサイクル率 県内で２番目なのです

これを私は壇上で、むつ市をＰＲできる大変すば

らしい取り組みだなというふうに紹介させていた

だいたのですが、ここをもっとむつ市で力を入れ

て、独自性としてこの部分をもっと伸ばすような

取り組みをしてほしいのですが、市長のお考えを

お聞きしたいと思います。

〇議長（山本留義） 民生部長。

〇民生部長（松尾秀一） お答えいたします。

横垣議員からお褒めの言葉をいただいたわけで

ございますけれども、むつ市の場合は最近の数値

では25.9％のリサイクル率というふうなことで、

市部ではもう10年来ずっと１位でございます。前

回の統計値では24.6％でございますので、このこ

とについては当然新聞等でも報道されております

ので、むつ市の取り組みとしては確かに自慢でき

る部分でありますので、今後機会を捉えまして、

広報等をしてまいりたいというふうに考えており

ます。

以上でございます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） それでは、原子力のほうに移

りたいと思います。

、 、原子力のまず１番目のところで 田中委員長が

私は安全だとは言っていない、いや、安全でない

とも言っていない、そういう市長の答弁がありま

したが、この安全という点について、私はやっぱ

り原子力行政はちょっと無責任ではないかなと思
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っております。結局安倍首相は、規制基準に合格

したから再稼働を進めるという、規制基準合格イ

コール安全ということであります。市長もそうい

、 、う立場だということでありますが 田中委員長は

規制基準に合格したからといって安全とは言わな

いということで、この安全という点ではどちらも

責任をとろうとしていないのが現状であるという

ことで、市長としてはこの点について、国は安全

という点でもっと責任をとれというふうなことで

抗議をする考えはないかどうかお聞きいたしま

す。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

先ほど済みません、非常に丁寧にお答えさせて

いただいたので、ちょっと中身わかりにくかった

と思いますので、もう少し簡潔に答弁させていた

だきますけれども、まず田中委員長が申し上げて

いるのは、安全だとは言っていないということと

同時に、安全ではないとも言っていませんという

ふうに言っています。さらに言えば、川内原発が

再稼働をするという文脈の中では、福島のような

事故を二度と繰り返さないことを目指した高いレ

ベルの安全性を有するということは申し上げるこ

とができますというふうに田中委員長は言ってい

るということであります。ですから、そういった

ことを踏まえて再稼働の判断に国が踏み込んだの

ではないかというふうに考えておりますし、私も

そういった政府の見解を支持する立場であると、

こういうことは繰り返し申し上げているとおりで

ございます。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） この点について、新潟県の柏

崎市長は、やはり原子力発電所の安全確保はあく

までも国の責任であるということを国にしっかり

申し入れていきたいというふうに議会では答弁し

ておりました。そういう意味で、やはりむつ市長

もこういう形でぜひとも国に機会があれば物を申

していただきたいなというふうに思っておりま

す。

そして、次の再質問でありますが、避難計画に

今の規制基準は責任を持っていないわけですね。

そういう意味では、国と原子力規制委員会が責任

を持って避難計画をつくるようにするべきという

ことを国に物を申す、抗議をする考えはないかど

うかお聞きしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

国に抗議というか、我々としては、まずこの避

難計画を策定する主体が原子力規制委員会ではな

い、これは内閣府になっているわけでありますか

ら、内閣府のほうと協力しながら、住民の皆様が

安心して暮らせるような避難計画をつくっていく

という立場であるということはご理解いただきた

いと思います。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） この点に関して柏崎市長のほ

うでは、アメリカのほうでは避難計画は規制基準

に入っているというところをしっかりと議会でそ

の旨述べながらも、市長も同様に述べております

が、やはり柏崎市長のほうは 「万一の場合に住、

民が安全に避難できないということになれば、こ

の規制の基準が不十分ということであり、規制委

員会としての原発の安全確保という役割を果たせ

ないのではないかというふうに思っております。

そこまで責任を持った仕事をしなければ何のため

の審査であるかと言わざるを得ないというふうに

思っている」というふうに議会でこのように率直

に述べております。そういう意味では、柏崎市長

は、この旨も国に何らかの機会があれば物を申す

という立場でありますので、ぜひむつ市長もそう

いう立場で、そういう意味ではまだまだこの規制

基準というのは不十分なところがあるという前提
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で国のほうに物を申していただければなというふ

うに思っております。

それと、近川を含めた南通り地域の避難計画で

ありますが、壇上でも私言いましたけれども、い

ろいろ屋内退避できるように奥内小学校をそうい

う建物に措置するというのは大変前向きで、すご

くいい答弁でありますが、住民の方が非常に切望

しているのが、やっぱり防災行政無線が聞こえな

いということなのです、何かあった場合。やっぱ

りこれをただちに戸別受信機にかえてほしいとい

う声がかなり強い。これについて市長の考え方を

お聞きしたいと思います。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 全ての分野でそうでありま

すけれども、私といたしましては、そういった声

をしっかりと受けとめて行政をやっていきたいと

いう思いがありますので、さまざまな機会を通じ

て、そういう声があるということで把握した場合

には、しっかりと対応させていただくことになる

と思います。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） あと５分ぐらいであります。

原子力は４番目、被曝しないで避難することが

不可能であれば、もうやっぱり原発から撤退する

しかないということでありますが、壇上でも述べ

ましたけれども、事故調査委員会では８時間半以

内に避難するべきだというふうな考え方を示して

おります。そういう意味では、27時間ですか、む

つ市の今避難計画では、これでもまだまだ時間は

かかるということで、８時間以内に避難できるよ

うな形で、ぜひともこういう避難計画は物を申し

ていただきたいなというふうに思います。

最後、水素社会の元年についてでありますが、

市長のほうはコストだとかインフラとかというま

だまだ乗り越えなくてはいけない課題がたくさん

あるというふうにおっしゃいましたが、今2020年

に東京オリンピックが開催されますが、これに向

けて東京都の舛添知事は、建設する選手村は水素

で電力などを賄う水素タウンとして整理するのだ

そうです。ですから、もう2020年、５年です、体

育館の建設も５年ということでありますが、まさ

に５年でそういう村をつくるというスピードで今

進められようとしておりますので、コスト面とか

そういうインフラとかというのは、もう間もなく

解決される。

、 、 、それと コストという点では 岩谷産業さんが

今もう最先端をいっております。どういう形で価

格を決定したかというと、もう価格も公表して、

、 、１キログラム当たり1,100円 税別ですけれども

こういう形で販売を今現在するというのを発表し

ております これは １キログラム当たり1,100円。 、

というのはどういう意味かというと、ハイブリッ

ド車の燃費と対抗する価格だということで設定し

たそうです。ということですから、コスト面でも

こういう形でもう進んでおりますので、市長、ウ

ィンドウズ95も発表されてもう20年たって、こん

な薄い、１万円か２万円で買えるような時代にな

った。当時は30万円、40万円、50万円。車もそう

いう意味では、今700万円ですけれども、10年も

たたないで、200万円、300万円の時代。そういう

形になるという時代になっておりますから、やっ

ぱり原発というのはまさにリスクが大き過ぎる。

やっぱりそういうのにしがみつくような市政から

脱却すべきだと思いますが、いかがでしょうか。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

水素社会元年だということで、安倍政権がこれ

をしっかり動かそうということでやられていると

いうのは私は承知しています。一方で、水素に関

するエネルギー供給をしている施設あるいは今盛

んにテレビで放映されているような水素自動車

が、いや、それでは果たして今むつ市の中で１台
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でも走っているのですかというと、これはまだ走

っていないわけです。この点を昨年の６月に発表

された水素燃料電池戦略協議会の水素燃料電池戦

略ロードマップというところを確認すると、この

水素に対してこれが発電事業用水素発電の本格導

入というところは、これは2030年からということ

になっているわけであります。そういった意味に

おいては現実的な、今現時点でのエネルギー問題

について解決するというところまでには至ってい

ないというのが私の認識でありますし、先ほど答

弁の中で、原子力の有用性ということをるる申し

上げさせていただきましたけれども、今現時点に

おいてはそのような形で電力について考えるとい

うことが正しいのではないかというふうに認識し

ております。

〇議長（山本留義） ２番。

〇２番（横垣成年） 以上で私の一般質問を終わり

ます。ありがとうございました。

〇議長（山本留義） これで、横垣成年議員の質問

を終わります。

、 。ここで 午後２時20分まで暫時休憩いたします

午後 ２時１０分 休憩

午後 ２時２０分 再開

〇議長（山本留義） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎濵田栄子議員

〇議長（山本留義） 次は、濵田栄子議員の登壇を

求めます。13番濵田栄子議員。

（13番 濵田栄子議員登壇）

〇13番（濵田栄子） 新生むつの濵田栄子でござい

ます。むつ市議会第223回定例会におきまして、

通告に従い２項目について質問いたします。

まず最初に、国際交流について３点お伺いいた

します。むつ市とワシントン州ポートエンジェル

、 。ス市が姉妹都市を結んだのは 20年前であります

日本の安全神話が大きく揺らぎ始めた阪神・淡路

大震災と地下鉄サリン事件のあった年です。当時

ポートエンジェルス市の国際交流協会のデイビッ

ト・ベントレー会長とサージェント市長が率いる

一行がむつ市を訪れ、姉妹都市を締結したと記憶

にあります。ことしで20周年を迎えるに当たり、

どのような企画がなされているのか、また今後の

交流の進め方についてお伺いいたします。

２点目は、漁業、林業などの産業交流について

お伺いいたします。ポートエンジェルス市は、豊

かな森と海に面した美しいまちと聞き及んでおり

ます。人口の違いはありますが、むつ市の環境と

よく似ている地域であると思われます。

今ヨーロッパやアメリカでは、日本食ブームが

起こっております。魚の消費量もよりふえること

が予想されます。水産業や林業など、産業交流と

情報交換など、異文化体験は１次産業に従事する

若い方たちにとってもとてもよい刺激になると思

われます。このことについて、市長の考えをお伺

いいたします。

国際交流の３点目の質問に入ります。地域の英

語力強化のため、ペニンシュラ・カレッジの夏休

み期間を利用し、むつ市に分校を開校できないか

お伺いいたします。先般２月１日、台湾から女子

高生96名が研修旅行でむつ市を訪れました。１日

だけの滞在でしたが、木工体験をした下北自然の

家では、理事長先生が英語で歓迎のスピーチをさ

れ、とても頼もしく思いました。また、夜の食事

会では、宮下市長も英語と中国語で歓迎のスピー

チをされ、こちらもとても頼もしく安堵したとこ

ろでございます。

台湾の高校生たちは、皆母国語と同じレベルの

英会話の能力が身についておりました。イカす大

畑カダル団の協力により、夜は歓迎のライトアッ
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プがなされ、心は通じたものと思われますが、地

元高校生を含めた一般市民のコミュニケーション

能力の向上が必要と感じました。今後海外からの

観光客は、ますます増加すると思われます。姉妹

都市の関係を活用し、地域全体の英語力、コミュ

ニケーション能力を強化するべきと思いますが、

市長の考えをお伺いいたします。

２項目め、漁業問題について２点お伺いいたし

ます。１点目は、太平洋東部海区における沿岸漁

業と沖合漁業の操業ラインについてお伺いいたし

ます。この質問は、平成18年３月、むつ市議会第

、 、187回定例会において杉山市長に 平成24年６月

第212回定例会において前宮下市長に質問いたし

ております。今回の質問で３度目になります。当

初私もこの問題を大きく捉えることができません

でした。けれども、漁師さんたちからさまざまな

話を聞き、これは地域の経済にかかわる大きな問

題であると認識するようになりました。よって、

新宮下市長に３度目の質問をさせていただきま

す。もう過去の議事録を十分ご認識のことと思い

ますので、簡潔に質問いたします。

青森県太平洋海域東部海区には、沖合底びき網

漁業、岩手県側よりは沿岸より５海里、尻屋崎周

辺には1.4海里、そして大中型まき網漁業は沿岸

より３海里の操業禁止ラインが引かれておりま

す。尻屋崎沖合1.4海里の操業ラインは、東通地

区のみならず、むつ市は大畑、関根地区の沿岸漁

業にも大きく影響を与えるものと思われます。新

市長は、この操業ラインについて、安全かつ平等

であると思われるかお伺いいたします。

漁業問題の２点目、大畑地区のさけ・ますふ化

場の建設計画の見通しについてお伺いいたしま

す。平成27年度より２カ年の計画で市場の建設が

予定されております。漁業者の皆様は、衛生管理

の行き届いた市場ができることを心待ちにいたし

。 。ております 一日も早い完成をお願いいたします

また、さけ・ますふ化場も老朽化しており、建

設は喫緊の課題であります。前市長よりの申し送

り事業の一つであり、その後の建設計画の見通し

はどのようになっているのかお伺いいたします。

漁業問題２点の質問は、地域の資源をふやすと

いう観点から質問いたしました。昨今産業の６次

化の取り組みが課題となっておりますが、１億円

、 、 、から２億円程度であれば１社で生産 加工 製造

販売と６次化は容易にできるものと思いますが、

市長が今一番望む大幅な雇用の場の創出について

は、１次産業による大量の資源の生産、２次産業

による新たな付加価値を見出した商品開発、そし

て３次産業による販売戦略と地域内での分担され

。 、た６次化が必要と思われます このことを踏まえ

漁業問題２点についてご答弁をお願いいたしま

す。

以上で壇上からの質問を終わります。

〇議長（山本留義） 市長。

（宮下宗一郎市長登壇）

〇市長（宮下宗一郎） 濵田議員のご質問にお答え

いたします。

まず、国際交流についてのご質問の１点目、ポ

ートエンジェルス市との姉妹都市盟約締結20周年

を記念するイベント等についてであります。当市

とポートエンジェルス市とのつながりは、ポート

エンジェルス市に拠点を置くロゴス・ミュージカ

ルが平成２年に当市で公演を行ったことで始ま

り、平成７年に両市において姉妹都市の盟約締結

を行って以来今日まで、行政、民間、教育機関と

幅広い分野において交流を深めてまいりました。

ことしは、姉妹都市の盟約締結から20年という節

目の年を迎えることから、５月にはポートエンジ

ェルス市のダン市長を初めとする訪問団を当市に

お迎えし、記念セレモニーを行う予定となってお

ります。

訪問団には、ペニンシュラ国際交流協会のタッ
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ド会長や、ポートエンジェルス高校の生徒の皆様

も名を連ねており、当市においても田名部高等学

校やむつ国際交流協会などからご協力をいただき

ながら、市を挙げての歓迎セレモニーを検討して

いるほか、毎年行っているジュニア大使派遣事業

においても、20周年を意識した取り組みを行うこ

ととしております。

次に、漁業や林業など、産業分野での交流機運

の醸成を図ることについてでありますが、姉妹都

市として交流を深めて20年がたつものの、当市の

中心産業である漁業や林業など、１次産業分野で

の交流につきましては、まずはどういった分野で

誰が交流を担っていくのか、そしてそのことによ

って両市がどのように発展していくのかなど、交

流の具体的な内容について研究していく必要があ

ると考えております。そして、今後の両市のきず

なをさらに強め、互いに発展していくために、５

月の記念セレモニーにおいてポートエンジェルス

市のダン市長とも必要なことについて議論を深め

ていきたいと考えております。

次に、英語力強化のためにペニンシュラ・カレ

ッジの先生をお迎えし、むつ市に分校を開校して

はどうかとのご質問であります。語学力、とりわ

け英語力の強化のために教育委員会ではＡＬＴの

招聘などの取り組みを行っているところですが、

まずは地域の方々がもっと英語になれ親しむ風土

づくりが重要と考えております。つまり、いきな

りアメリカの大学教授をお招きして語学セミナー

を開催するということではなく、市民の皆様が日

常的に英語に触れる機会をふやしていくことが重

要であると考えます。

小・中学校においては、学問としての英語のほ

かにコミュニケーションツールである言語の中の

一つであることを意識した教育も行っております

が、さらに市の国際交流推進員やＡＬＴのネーテ

ィブスピーカーなどの生きた英語を活用し、市民

の皆様が英語を耳にする機会をふやすことも必要

であろうかと考えております。まずは、当地域に

いるこうした方々のご協力をいただきながら、地

域の英語力向上を目指す必要があると考えますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

次に、漁業問題についてのご質問の１点目、東

部海区における沿岸漁業と沖合漁業の操業ライン

は安全かつ平等であると思われるかについてお答

えいたします。このご質問については、むつ市議

会第187回定例会、第204回定例会、第212回定例

会においても同様の答弁を申し上げております

が、当該海域は日本海側からの対馬海流、太平洋

の黒潮、北からの親潮が複雑に交差し、イワシ、

サバ、ブリ、スルメイカ等の好漁場であることか

ら、沖合底びき網漁業及び大中型まき網漁業、沿

岸漁業が競合しながら操業している現状でありま

す。

沖合底びき網漁業及び大中型まき網漁業では、

対象魚種を選択することなく幼魚まで混獲するこ

とから漁業資源の枯渇にもつながりかねないこ

と、さらに狭い海域での競合は危険が伴うと伺っ

ております。これらの問題を改善するために、現

在の操業禁止ラインのもとで沿岸漁業者、沖合漁

業者協議のうえ、操業区域の一部で操業自粛期間

を設けるなどの対策も講じられているところで

す。

操業禁止ラインの設定については、沖合漁業と

沿岸漁業双方の利害と、さらには陸揚げ地や販売

先での取扱量の増減により、水産物流通や地域経

済全体への影響も懸念されるため、非常にデリケ

ートな問題であり、基本的には沿岸漁業者と沖合

漁業者の合意によって決定されるべきものと認識

いたしております。

農林水産大臣許可漁業の一斉更新は５年ごとと

なっておりますが、沿岸漁業者から操業禁止ライ

ンの改善要望があることから、国では沖合漁業者
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と沿岸漁業者双方が合意した事項においては、そ

の都度見直しを行うとの見解を示しております。

むつ下北の沿岸漁業者は、資源の減少、価格の

低迷、燃油の高騰など厳しい環境にあり、水産加

工業者にとりましても、原料の確保に苦慮してい

ることなどの現状を考えますと、操業禁止ライン

見直しは地元産業に密接にかかわる重要な案件で

あるとの認識はいたしております。沿岸漁業と沖

合漁業との共存共栄が図られ、安全が保障された

操業海域のすみ分けの実現に向けて、当該海域に

漁場を有する東通村とも連絡を密にし、関係機関

に要望してまいりたいと考えておりますので、ご

理解を賜りたいと存じます。

次に、ご質問の２点目、大畑地区のさけ・ます

ふ化場の建設計画の見通しについてお答えいたし

ます。現在の大畑町葉色山地区にありますさけ・

ますふ化場は、大畑町漁業協同組合が昭和50年に

整備し、運営を行ってきており、沿岸漁業の資源

安定化に寄与しているところであります。一方で

年数経過による施設の老朽化のため機能低下が著

しく、またここ数年の豪雪などにより安定的な種

苗生産への影響が危惧される現状でもあります。

このような現状の中、大畑町漁業協同組合では、

平成24年に県及び関係団体を含めた組織を設立

し、新たな施設整備のための協議を行ってきてお

り、平成25年には建設予定地の選定を行い、平成

26年には市が補助するむつ市大畑町沿岸漁業振興

対策事業を活用し、建設予定地として選定した大

畑町喜和田川地区でのボーリング調査を実施した

ところであります。しかしながら、水質試験にお

いて鉄分が水質基準を超過していること及び連続

揚水試験において計画ふ化数を満たす水量確保が

難しい結果となったところです。

この結果を受けて、大畑町漁業協同組合では、

今後の整備について新たな建設予定地の選定を含

めて、県及び関係機関と協議を続けているところ

であり、市といたしましても、引き続き支援を行

っていきたいと考えておりますので、ご理解を賜

りたいと存じます。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） 先に順不同でありますが、漁

業問題から聞きます。

むつ市議会第187回定例会と第212回定例会で質

問しておりますけれども、杉山市長の答弁は、古

い話になりますけれども、５海里までは沖出しす

るべきだというご答弁をいただきました。その後

進展しないままに亡くなられました。前宮下市長

からも、やはり近隣市町村と関係をとりながら、

漁業者が安定的に安心して操業できるような形に

持っていきたいというご答弁をいただきました。

また、進まないうちに亡くなられました。きょう

は、私市長には、この認識をしていただきたいと

いう思いで質問いたしました。きょうあすすぐに

解決してほしいという気持ちではございません。

ただ、大きく雇用をつくっていく、雇用の場を

つくっていくと考えたときは、やはり大きな、先

ほども申し上げましたとおり、資源が必要でござ

います。これ平成９年にＴＡＣ制度というのが設

けられまして、それまではトロール、まき網はサ

バ、イワシが対象魚だったのですが、近年からイ

カもそのＴＡＣ、漁獲量の中に入るようになりま

した。そのことがこれまでのイカ一本釣り漁業に

大きく影響を与えてきているわけですけれども、

漁獲量も少なくなり、漁業者も少なくなったので

すけれども、ではそのままでいいかということで

はございませんので、いろいろ最初は尻屋崎沖ゼ

ロ海里という時点もありました。そして１海里、

そして1.4海里と徐々に改善されている部分もあ

りますので、地方創生、地方に潤沢に資源が行き

渡るような施策をとっていただきたいと思います

ので、市長、その辺のところをもう一度。

〇議長（山本留義） 市長。
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〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

操業ラインの件ですけれども、やはりこれは沿

岸漁業と、それから沖合漁業との共存共栄が図ら

れること、まずそれが第１点であるというふうに

考えています。また、安全が保障された操業海域

のすみ分け、こういうことも大事であろうという

ふうに思いますので、東通村を初め、その関係機

関と連絡を密にしながら、関係団体への要望を働

きかけていきたいというふうに考えて、改めて申

し上げさせていただきたいと思います。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） 漁業問題は、これで終わりま

す。ふ化場については、また新たな地区の選定と

いうことですので、速やかに進めていただきたい

と思います。

それから、国際交流のほうですが、ことし20周

年ということで、ことしの会長、タッド・プライ

ス氏は日系人でございます。20年ほど前に、当時

高校生たちが向こうでお世話になったときは、お

母さんの母国ということで、大変生徒さんたちが

お世話になったと聞き及んでおりますので、何と

かお返しをしていただきたいなと思います。

それから、こちらのほうとしても、十分歓迎の

おもてなしをしたいということでしたので、それ

は20周年の記念に対しては、これでよろしいかと

思います。

産業交流ですけれども、向こうでもサーモンは

とれるというお話は聞いておりますけれども、私

もどういう漁法でやっているのか、それからこち

らより進んでいるのか、おくれているのか、実は

私もわかりません。ですから、やはり市長、きょ

うのさまざまな議員さんたちのご答弁の中で、や

っぱり水産業を中心とした１次産業を活発にしな

がら地方創生を狙っていきたいというふうなお話

になりましたけれども、継続して発展している漁

業者には若い後継者があります。例えば大畑地域

であれば、定置網３カ統ありますけれども、若い

方たち、後継者ありますので、やっぱりその地域

の中のことだけでなくて、海外の研修というのも

とても勉強に、視野を広める意味で勉強になるの

ではないかなと思います。そして、こちらがもし

進んでいるのであれば、こちらの技術を伝えてい

くということも、国際交流、一方的にこちらだけ

がお世話になるのではなくて、こちらの持ってい

るものは向こうにも伝えるという気持ちがやっぱ

り国際交流ではないかなと思いますので。例えば

産業のパンフレット等を、もちろん英語版ですよ

ね、そういうのをつくって交流の、最初はお互い

を知り合うということから始めてみたらどうでし

ょう。その件に関してお答えください。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

交流をするに当たって、産業のパンフレットを

つくってお互い知り合うところから始めたらどう

かというようなご質問であったかと思います。私

最初の答弁の中で、こういうふうに申し上げさせ

ていただきました。１次産業分野での交流につき

ましては、まずどういった分野で誰が交流を担っ

ていくのか、そしてそのことによって両市がどの

ように発展していくのかということ、その具体的

な内容について研究をする必要があると。それに

ついて、今般ポートエンジェルス市からダン市長

を初め使節団が来ると、こういうことになってお

りますので、そういったことも含めて、今後交流

ができることは何かということをまずは膝詰めと

いうか、しっかりとそういう場でお話し合いをし

ていって、芽があるものについては今後進めてい

くということになろうかと思います。

そういった中で、議員がご指摘いただいたとお

り、こちらのほうが向こうよりも先進的な事例が

あれば、向こうから来ていただけるでしょうし、

あるいは向こうのほうが先進的な事例があれば、
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こちらから行くということもあるということは一

般論としては言えるというふうに私も理解してい

ます。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） ありがとうございます。

私これ国際交流のみにこの資料を使うという思

いはありません。これを一つつくっておけば、ジ

オパークにも活躍できます。ですから、さまざま

な場面で日本語版と英語版のガイドが必要ではな

いかなと思っておりますので。ただ短観的な見方

、 、をするのではなくて 総合的な形の中でつくって

誰にでも活用できるような、そういう産業のパン

フも必要ではないかなと思って今申し上げました

、 、 、ので そこのところは市長 頭が賢い方ですので

すぐわかると思います。よろしいです。

それから、林業についてですけれども、先ほど

すごく林業について、ヒバの植栽等も、数字を前

の議員さんのほうでお聞きしましたけれども、ア

メリカも1920年代後半から30年代ですか、ニュー

ディール政策ですか、それは賛否両論ありますけ

れども、林業についてはやはりここで多くの雇用

を、森林の整備に多くの雇用を投入しているとい

う一つの策があります。ですから、現場の確認も

そうですけれども、やはり異文化体験、歴史を学

ぶ、何もそれをそのままこちらでまねをするとい

うわけでもありません。いい部分は今の時代でも

使えるのではないかなというふうなことで、やっ

ぱり交流について何とか若い方たちも視野を広め

られるような形に持っていっていただきたいなと

思います。

あとほとんど市長の考えと同じですけれども、

地域の英語力について、今市長、どのようにお考

えですか。高校生の方を含めて。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） 市内の英語力についてとい

うご質問でありますけれども、この問題について

は、私は高校生と触れ合う機会ですとか、あるい

は高校の英語の授業に行く機会ですとか、そうい

ったことがまだございませんし、なかなかこの場

でお答えできるほどの知見を有しているというこ

とではございません。ただ一方で、今の現状の英

語力、これは我々市は小・中学校の担当をしてお

りますから、その点については教育委員会から答

弁をさせていただきます。

〇議長（山本留義） 教育長。

〇教育長（遠島 進） むつ市の高校生の英語力と

いうお尋ねでございましたけれども、今高校にか

かわらず、小学校、中学校で英語の教育について

の改革というのが随分進んでおります。今までの

知識型から活用型へということでコミュニケーシ

ョンを重視する。その一環として平成23年から小

学校の５、６年生から外国語活動を始めると。そ

して、この外国語活動を始めている中で、むつ市

だけではありませんけれども、小学校６年生から

アンケートをとりますと、英語の授業が好きだと

いうような子供が72％、それから英語を使えるよ

うにもっともっと勉強したいというのが91.5％と

、 、いうことで 大変効果が出ているということから

今度はこれを小学校３年、４年にまでおろしてい

く。ただ、それは2020年からでございますが、そ

のような計画が今進んでいます。そして、今外国

語活動をやっている小学校５、６年生は、中学校

と同じ教科化をしていくということでございま

す。週３こまぐらいというようなことでございま

すか。

それから、高校のほうはちょっとわからないの

ですが、2020年から中学校では、英語の授業を全

て英語でやりなさいと、オールイングリッシュで

ということで、これについては2020年からやると

いうことですけれども、2020年からいきなりやり

ますよということではなくて、今からもう既に中

学校等でそういうような授業が始まっていますの
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で、このような形で教育を受けてきた子供たちの

英語力というのは、これまでに比べて随分アップ

しているのではないかと、高校生もそのようなこ

とで見ていただければというふうに思います。

以上でございます。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） ありがとうございます。今む

つ市が進めているのはジオパーク構想、それはた

だ単なる知識の積み重ねではなくて、やはりでき

得るならば観光に生かし、地域の経済を活性化し

ようという一つのもくろみがあります。そして、

県は今インバウンドということで、台湾からの誘

客を何とか下北にもということで頑張ってくれて

います。そういうふうに総合的に考えた場合、こ

の地域は、確かに私たちの地域はすばらしい地域

でございます。でも日本全国、日本は島国ですの

で、山と海はどこにでもあります。何で勝ってい

くかというと、やっぱり対応力ではないかなと思

います。この地域に行けば言葉が通じるのだと。

日本人がハワイを好きなのは、ハワイに行けば日

本語が通じると。やはり言葉が通じるということ

は、すごく強みではないかなと思います。

先ほど市長もおっしゃいましたけれども、やっ

ぱり地域の国際交流協会とも連携しながら、私た

ちおばちゃんたちの英語力も少し上げていきたい

と思います。やはり学校のほうも今教育長、教育

の課程の中でどんどん英語力が変わってきている

と、英語の教育が変わってきているということで

すので、そちらにももちろん期待いたします。で

も全体的に上げていくとなったときに、市長でし

たら、先ほどの答弁以外に何かいい方法はありま

すか。考えつきませんか。お答えください。

〇議長（山本留義） 市長。

〇市長（宮下宗一郎） お答えいたします。

今市では、国際交流推進員が一生懸命頑張って

いただいて、さまざまな英会話教室をやっていた

だいていますし、また市の学校の中ではＡＬＴの

先生方が英語の授業を楽しく本場の英語でやって

いただいていると、こういうふうに認識しており

ます。まずはそういった取り組みで今後どうやっ

ていくかということを考えていくことがまず第１

点だと思いますし、先ほど濵田議員からの問題意

識でありました英語での対応力をしっかりと身に

つけるということは、これはオリンピックを迎え

るに当たっての恐らく日本全体の課題であるとい

うふうに認識しておりますので、そういう濵田議

員のような認識を一人一人が持ってまずは取り組

むということが必要なのではないかというふうに

思っております。

〇議長（山本留義） 13番。

〇13番（濵田栄子） 認識は、多分皆さん同じでは

ないかなと思いますので、これからの市の知恵を

絞って向上していくようにお願いしたいなと思い

ます。子供たちにだけといっても、やっぱり地域

全体がそういう雰囲気になっていかないと、なか

なか向上するものではありませんので、私も含め

て一緒に努力していきたいなと思っています。

いろいろお話を聞きますと、地域の中にも語学

の堪能な方、たくさんいらっしゃいます。そうい

う方たちからも協力をいただきながら、地域は地

域で国際交流協会等を活用しながら、レベルを上

げていきたいなと思いますので、市のほうは市の

ほうで、また教育長さんは学校のほうでいろんな

ご努力をお願いします。

市長もいろんな形で、やっぱりパンフレット等

はとても大事だと思いますので、その辺のところ

で見直しをお願いしたいと思います。

これで一般質問を終わります。

〇議長（山本留義） これで、濵田栄子議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告
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〇議長（山本留義） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

なお、明３月７日及び８日は休日のため休会と

し、３月９日は佐々木隆徳議員、池光弘議員、

石田勝弘議員、工藤孝夫議員の一般質問を行いま

す。

本日はこれで散会いたします。

午後 ２時５６分 散会
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